無形資産の認識の拡大とその影響 : 自己創設ブランドのオンバランス化について by 今井 博行
□2009年度テーマ研究論文 
主査 米山 正樹 
副査 長谷川 哲嘉 
副査 川村 義則 
 
主題 無形資産の認識の拡大とその影響 
????
 副題 自己創設ブランドのオンバランス化について 
 
研究科 大学院会計研究科 
専攻 会計専攻 
 
学籍番号 ４８０８００１３－７ 
氏名 今井 博行 
 
概要書 
 
近年、企業価値の決定因子や競争力の源泉が有形資産から無形資産へ大きく変化し、会
計学における無形資産に対する関心が高まった。こうした変化にも関わらず、我が国の会
計制度において無形資産の多くがオフバランス化されてきた。現行の会計制度を支えてい
る基本的な考え方を維持したまま、無形資産のオンバランス化はできないか、かかる問題
を解決するため、本稿では無形資産のオンバランス化の可能性について検討した。またそ
れに付随する論点として、無形資産をオンバランス化する場合の取得原価の算定方法、相
手勘定である貸方項目の性質、償却の要否についても具体的に検討した。 
 かかる検討において、本稿が最初に試みたのは、無形資産をオンバランスするための要
件である「識別可能性」、「経済的便益をもたらす蓋然性」、「測定の信頼性」を導出するこ
とである。次いでこれらの要件に照らして、現在オフバランスされている自己創設ブラン
ドのオンバランス化を試みた。オンバランスできるかどうかの判断に際しては、「識別可能
性」が大きな焦点になる。「識別可能性」は端的にいえばのれんと区別することである。「識
別可能性」を満たすためには、将来のキャッシュ・インフロー獲得に貢献することが明ら
かであり（＝蓋然性の充足）、かつ、その資産から生じる特殊な将来の経済的便益がのれん
から生じる将来の経済的便益と明確に区別できることが求められる。 
この点、すべての自己創設ブランドから生じる将来の経済的便益を明確に分離すること
は困難だと考えるが、筆者は自己創設ブランドを使用する場合であれば、その分離も可能
だと考えた。一定の使用ケースとしては、【貸与、フランチャイズ、売却】の 3つの場合を
掲げた。かかる場合、自己創設ブランドを通じて将来のキャッシュ・インフローの獲得に
貢献することが明らかであり、自己創設ブランドから生じる特殊な将来の経済的便益がの
れんから生じる将来の経済的便益と明確に区別することが可能ではないかと考えられる。
以上から、自己創設ブランドが【貸与、フランチャイズ、売却】目的で用いられる場合、「識
別可能性」の要件を満たすと考える。また、この使用目的を【貸与、フランチャイズ、売
却】とした場合、将来のキャッシュ・インフロー獲得に貢献することが明らかと考えられ
るため、「経済的便益をもたらす蓋然性」も満たし、また、第三者との間の取引が想定され
ることから「測定の信頼性」という要件も満たすと考える。以上、【貸与、フランチャイズ、
売却】目的の自己創設ブランドはオンバランスの要件である「識別可能性」、「経済的便益
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をもたらす蓋然性」、「測定の信頼性」のすべてを満たすと考えられるため、この場合、自
己創設ブランドであってもオンバランスが可能であると結論づけた。 
ただ、【貸与、フランチャイズ、売却】目的の自己創設ブランドが実際に存在するのかと
いうことは未だ確認するに至っていない。また、本稿では、自己創設ブランドのみのオン
バランス化を検討したが、他の自己創設無形資産のオンバランス化の可能性は検討できて
いない。さらに自己創設ブランドがオンバランスできるという結論を導いたものの、その
結論が与える影響も検討できていない。いずれも今後の検討課題であろう。 
次に自己創設ブランドのオンバランスが可能という結論のもとでオンバランスする際の
具体的な処理の検討をした。 
自己創設ブランドをオンバランス化する際の取得原価の算定方法としてはコスト・アプ
ローチ，マーケット・アプローチ，インカム・アプローチ，及びコスト・アプローチとイ
ンカム・アプローチを合わせた方法が考えられる。いずれかの方法によって取得原価が決
定された場合、次に問題になるのが相手勘定である貸方項目の性質である。 
 自己創設ブランドをオンバランス化した際、相手勘定である貸方項目の性質としては資
本と利益が考えられる。自己創設ブランドを間接的に資本の投下により創設された資産と
捉え、いまだ投下中であるとの立場に立てば貸方側の相手勘定は資本といえよう1。しかし、
自己創設ブランドの創設による増加は、新たな資本拠出でできたものでないことから資本
とするのは妥当ではなく、利益と考えられる。その際、自己創設ブランドをオンバランス
した当該成果は未だ実現にいたらない利益である未実現利益になると考えられる。とすれ
ば、未実現利益を期間利益に反映するのは妥当ではない。期間利益と別途表示するのであ
れば、その他包括利益（OCI）に計上することが妥当ではないかと考える。また、その他包
括利益（OCI）に計上したあとは、実現のたびもしくは一定期間にわたって実現利益に振り
替えることが、最も適当であると考える。ただ、実現のたび、あるいは一定期間にわたっ
て漸次、振り替えるタイミングについては未解決の問題である。 
ところで、一旦取得原価でオンバランスした自己創設ブランドについて、その後の処理
を検討する必要があると考える。自己創設ブランドに通常、償却は必要とみなされている
が、ここでは償却しない処理も検討対象としている。企業の実務において、ブランドは耐
用年数を確定できない無形資産として取り扱われているという事実を踏まえると、該当す
るケースは限られているが、償却を行わないことが妥当だと考えられるケースもありうる。
                                                  
1 藤田晶子「無形資産会計の論点」（2004） 
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ただ、この際、耐用年数が確定できないということが不明確であることから、「企業経営に
関する法的、経済的またはその他の要因の分析の結果、正味キャッシュ・インフローを伴
う期間に予測可能な限度がない場合」などの，償却を免除するための具体的要件を定める
ことが必要になると考える。 
また、一部無形資産は耐用年数を確定できないことは、耐用年数が無限であることを意
味するものではない。また、一旦耐用年数を確定できないと判断したあとも、その状況が
事後的に変わって有限と判断されるに至っていないかの再検討の必要性があるといえる。
以上のことから、償却を行わない無形資産については減損の必要性を通常よりも高い頻度
で検討することが必要になると考えられる。 
本稿は以上のような結論を導くにあたって全 7章で構成されている。 
第 1 章では本稿の目的と構成について記述しており、本稿の主題を上記のように記述し
ている。 
第 2 章では現行の会計基準を参照して、取得の形態によって無形資産のオンバランスの
要否が違っていることを確認した。次いで無形資産の定義、認識要件からオンバランスで
きるかどうか判断するための要件を導出した。 
第 3 章では、ブランドの概念と経済的効果を明らかにし、ブランドから経済的便益が発
生していることを確認した。そのうえでオンバランスできるかどうか判断するための要件
に照らして、自己創設ブランドのオンバランスの可能性について検討した。 
第 4 章以降では、自己創設ブランドのオンバランスが可能という結論のもとでオンバラ
ンスする際の具体的な処理の検討をした。 
第 4 章では、自己創設ブランドをオンバランス化する際の取得原価の算定方法を検討し
た。一般的な無形資産な取得原価算定方法として、コスト・アプローチ，マーケット・ア
プローチ，及びインカム・アプローチがあげられる。これらのアプローチを検討するとと
もに、コスト・アプローチとインカム・アプローチを組み合わせた方法もあわせえて検討
した。 
第 5 章では、自己創設ブランドをオンバランス化した際の相手勘定である貸方項目につ
いて妥当だと考えられる性質を検討した。 
第 6 章では、一旦取得原価でオンバランスした自己創設ブランドについて、その後の処
理を検討した。自己創設ブランドに通常、償却は必要とみなされているが、償却しない処
理も考えられるのではないか。各国会計基準の処理を確認しつつ、償却しない処理の合理
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性を検討した。また、償却しない処理を選択した場合の減損処理も検討した。 
第 7 章では、本稿の構成を振り返るとともに、本論文の主題に対する結論また今後の展
望について記述している。 
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第 1章 はじめに 
 
近年、のれんや特許権等の無形資産に関する議論が注目を浴びるようになってきた。 
その背景としてはいくつかの要因が考えられる。第一に固定資産や棚卸資産を中心とし、
「モノ」の製造・販売を軸にした重厚長大産業から、「サービス」の提供を軸とした産業へ
と経済界がシフトしてきたことがあげられる。また、第二に、このような産業会に流れに
おいて企業が存続するために、企業内に存在する有形資産はもとより、人的資源、技術力、
ナーティング力との無形資産というべき諸要素を効率的に統合するような戦略を必要とす
るようになったことがあげられる。また、第三に企業買収の活性化により、取得企業が企
業価値を正確に算定すること、ならびに敵対的買収を防ぐために、企業価値を絶えず高め
る必要があることがあげられる2。こうした変化にも関わらず、我が国の会計制度において
無形資産の多くがオフバランス化されてきた。現行の会計制度を支えている基本的な考え
方を維持したまま、無形資産のオンバランス化はできないか、またそれに付随する論点と
して、無形資産をオンバランス化する場合の影響はどう考えるべきか。 
 本稿では結論を導くにあたって全 7章で構成されている。 
第 2 章では現行の会計基準を参照するとともに。無形資産の定義、認識要件からオンバ
ランスできるかどうか判断するための要件を導出する。 
第 3 章では、ブランドの概念と経済的効果を確認し、そのうえでオンバランスできるか
どうか判断するための要件に照らして、自己創設ブランドのオンバランスの可能性につい
て検討した。 
第 4 章以降では、自己創設ブランドのオンバランスが可能という結論のもとでオンバラ
ンスする際の具体的な処理の検討をする。 
第 4 章では、自己創設ブランドをオンバランス化する際の取得原価の算定方法を検討し
た。一般的な無形資産な取得原価算定方法として、コスト・アプローチ，マーケット・ア
プローチ，及びインカム・アプローチがあげられる。これらのアプローチを検討するとと
もに、コスト・アプローチとインカム・アプローチを組み合わせた方法もあわせえて検討
している。 
第 5 章では、自己創設ブランドをオンバランス化した際の相手勘定である貸方項目につ
いて妥当だと考えられる性質を検討した。 
                                                  
2 藤田晶子【2000】 
 2
第 6 章では、一旦取得原価でオンバランスした自己創設ブランドについて、その後の処
理を検討した。自己創設ブランドに通常、償却は必要とみなされているが、償却しない処
理も考えられるのではないか。各国会計基準の処理を確認しつつ、償却しない処理の合理
性を検討した。また、償却しない処理を選択した場合の減損処理も検討した。 
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第 2章 無形資産会計の現状 
 
第 1節 はじめに 
 
本章では、現行の無形資産に関連する会計基準を確認するとともに、無形資産をオンバ
ランスできるかどうかの要件を明らかにする。 
 
第 2節 無形資産の近年の動向 
 
近年、知的財産など無形資産への関心が急速に高まっているが、その背景にはわが国が
人口減少社会を迎えるという構造的な要因があげられる。人口が減少しても、わが国が豊
かであり続けるためには、生産性の向上が鍵となるが、無形資産の価値を高めることは、
生産性を高めることに結びつくと考えられる。そして、価値を高めるためにはその評価が
欠かせない。また、無形資産はオフバランスであることが多く、投資家が企業の資産価値
を評価し、将来利益などを予測する場合、低く見積もる可能性が含まれる。尚、わが国の
会計制度には、無形資産に係る包括的な会計基準は存在せず、無形資産の財務諸表への計
上は一部に限られており、自己で創設した無形資産の計上は原則的には認められていない。 
一方、英国の会計基準では、自己創設の無形資産について、公正価値が市場取引から把
握できる場合に限られるが資産計上を認めている3。そして、国際会計基準では、特定の基
準を満たしたものは、自己創設の無形資産でも資産計上することが求められている。尚、
2006 年開始となった企業結合会計基準によるパーチェス法適用によって、企業結合におけ
る被買収企業の無形資産も原則時価評価が求められることになったため、会計上わが国で
も無形資産価値評価が開始されたといえる。世界的に会計基準はグローバルスタンダード
に収斂する流れにあり、今後わが国の会計基準でも自己で創設したものも含め無形資産を
                                                  
3 英国の RHM社が買入ブランドと自己創設ブランドを世界で初めてオンバランスした。しかし、
RHM社によるブランド会計政策は、ブランドをオンバランスすることにより、RHM社のギヤ
リング比率の改善と企業買収の阻害要因を取り除くためであった。RHM社は巧みに英国会社法
と SSAP22 の放棄の一部「これらに類似する権利及び資産」にブランドを当てはめ、新しい無
形資産としてのブランドを創造して、英国会社法の離脱規定を適用した。 
以上のように英国においては、自己創設ブランドをオンバランスするケースが存在する。しかし、
本ケースのオンバランスできるかどうかの判断要件は筆者が考えるものとはまた、別であると考
えられる。したがって、本論においては RHM社のケースでは行わず、この論点に関しては補論
で取り扱いたいと考える。 
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評価し、資産計上が求められる公算も低くはなく、無形資産価値評価は一層重要となるで
あろう。まず、現在の我が国の会計制度を明らかにしていく。その前に、無形資産の範囲
を確認に用語の整理を行う 
 
第３節 無形資産の範囲と用語の整理 
 
本節では、各基準における無形資産の範囲を確認するとともに、無形資産に類似する用
語の整理を行う。無形資産に類似する用語である知的資産や無形財（インタンジズブル）、
知的資本、知的財産の意味を参照するとともに、それぞれの関係を明らかにする。 
 無形資産の範囲は基準または著者によって異なる。そこで、各国の基準書またはアニュ
アル・レポートにおいて、どのような項目が無形資産の範囲に含められているか確認する。
図 1－1ではアメリカ、フランス、日本の基準書に例示列挙されている無形資産項目及び企
業のアニュアル・レポートに開示されている無形資産項目を示している。なお、イギリス
及び国際会計基準については、無形資産項目の例示列挙をしていないので、ここでは省略
する。アメリカ，フランス，及び日本を比較する限り、無形資産の範囲に含まれる項目は
国または企業によりさまざまであり、その性質は項目間で大きく異なるといえる4。このこ
とから、これらの項目の相違点を見付けることはかなり困難であり、一概に無形資産の範
囲を決めうちすることは難しいものだと考える。無形資産の範囲を設定することは現実的
に難しいから、無形資産に含めるかどうかの判断は実務に依存するしかないであろうと考
える。 
図１－１ 無形資産の構成要素 
国名 無形資産の構成要素 
アメリカ 顧客リスト、流通チャネル、ブランド・ネーム、諸契約、建設許可、放映権、
ソフトウェア、データベース、研究開発、ノウハウ、特許権、著作権、フラ
ンチャイズ権、教育訓練プログラムなど 
フランス 創設費、研究開発費、広告宣伝費、フランチャイズ権、特許権、商標権、市
場シェア、営業権、賃借権、各種利権、ソフトウェアなど 
日本 特許、商標権、顧客リスト、フランチャイズ権、漁業権、鉱業権 
                                                  
4 藤田晶子【2005】 
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次に無形資産の用語について確認する。先に記述したように無形資産に類似する用語と
して、知的資産，無形財（インタンジズブル），知的財産または知的財産権、知的資本など
の用語が存在する。しかし、これらの類似用語は統一的な定義や概念規定は確立されてお
らず、著者によって意味や解釈に隔たりが存在している。このように学際的類似用語が多
様に存在すること，統一的な定義や概念規定は確立されていないこと，及び著者によって
意味や解釈に隔たりが存在していることが無形資産の用語が有する曖昧さに拍車をかけて
いる原因であろうと考えられる。以下。無形資産の類似用語を参照するとともに、それら
の関係を整理したい。 
 そもそも、無形資産は知的資産や無形財（インタンジズブル），知的資本，及び知的財産
の違いはなんであろうか。ここでまず、知的資産と無形財（インタンジズブル）の関係か
ら整理したい。一般的に知的資産と無形財（インタンジズブル）は明確に区別せず、相互
互換的に用いられることが多いといわれる5。両者の違いを示すならば、無形資産はエコノ
ミストによって使用され、無形財（インタンジズブル）は会計上の文献で用いられるとの
ことであり、実質的に同じものであるとされる。このことから今後の議論において、知的
資産と無形財（インタンジズブル）は別段分ける必要はないと考える。したがって今後の
議論では、知的資本や知的財産という用語の兼ね合いから知的資産という用語で統一して
議論を進めたい。 
 次に、議論の都合上、知的財産から検討したい。知的財産6は特許権や商標権のように公
式的（法的）に登録されたものをいう。次に、知的資産は知的財産に加えて、成文化（文
書化）されているが未登録の企業知識（製図、ソフトウェア、データベース、青写真、公
式、マニュアル、取引上の機密事項等）をいう。三つ目の知的資本7とは、従業員の思考や
全体的組織に内在する専門的知識・技術など成分化されないもの（集合的企業知識、従業
                                                  
5 古賀智敏【2005】ｐ６ 
6 知的財産の用語の説明が他に存在することからここで紹介する。 
「知的財産は所有や処分が可能な財産であり、創造性や企業の評判、及びのれんに係る法的権利
を指す言葉である。」（Bainbridge, 1994） 
また知的財産は「知的財産基本法」（2002）で定義されている 
「発明、考察、色物の新品種、意匠、著作権その他の人間の創造的な活動により生み出されるも
の、商標、商号その他事業活動に、用いられる商品又は役務を表示するもの及び営業秘密その他
の事業活動に有用な技術上又は営業上の情報をいう」 
7 知的資本の用語の説明も多々存在することからここで紹介する。 
「知的資本とは、企業が所有する知識ベースの自己資本だといえる。したがって、知的資本は知
識変容プロセスの結果、最終的にもたらされたもの、あるいは企業の知的財産もしくは知的資産
への変容したいずれかをも意味する」（Dzinkowski，2000） 
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員の技術・知識、ノウハウ、組織文化、顧客満足等）をいうものである8。この知的資本に
関しては、利益に転換することのできる知識であり、暗黙の知識と成文化された知識であ
るとも説明される9。以上の三つを整理する以下のように示すことができる。知的資本のう
ち。成文化されたものが知的資産であり、知的資産のうち法律で保護される知識が知的財
産であるということができる10。以上の議論を図に表すと図１－１のように示すことができ
る。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
             図 1－1 
無形資産そのものの概念は明確ではないものの、先に記述した無形資産の構成要素を念
頭においたかぎりにおいて、無形資産の会計の領域は、知的資本知・知的資産・知的財産
のそれぞれの領域に比べて 2つの点で異なる。先に記したように無形資産の構成要素は第 1
に必ずしも知識限定されていないこと、第２に会計上の資産要件を満たさなければならな
いことである。したがって無形資産の領域は図１－１の関係に無形資産の領域を加えると
図１－２のようなものになろう。しかし、暗黙の知識が会計上の資産に計上されることが
難しいことから、知的資本の一部は無形資産には含まれないであろう。 
 
 
 
 
                                                  
8 古賀智敏，同上書 
9 藤田晶子，【2005】 
10 藤田晶子，【2005】 
知 的 財 産 
知 的 資 産 
知 的 資 本 
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             図 1－２ 
 
 
第４節 無形資産の制度会計 
 
本節では、現行の無形資産に関する規定のある会計制度を確認する。 
 制度としての無形資産会計については 1900 年代の終盤にいたるまで、「企業会計原則」
のような最小限の会計基準が設けてあるに過ぎなかった。いわば制度としての企業会計に
おける空初地帯であった。それは、企業経営にて無形資産がさほど重要視されてこなかっ
たことに起因するものである。ここで「企業会計原則」における無計資産の取り扱いを確
認したい。「企業会計原則」は貸借対照表原則四（一）で、「資産は、流動資産に属する資
産、固定資産に属する資産及び繰延資産に属する資産に区別しなければならない。仮払金、
未決算等の勘定を貸借対照表に記載するには、その性質を示す適当な科目で表示しなけれ
ばならない」とし、まず繰延資産を別にしている。そのうえで、「固定資産は、有形固定資
産、無形固定資産及び投資その他の資産に区分しなければならない」とし、｢営業権、特許
権、地上権、商標権等は、無形固定資産に属するものとする｣として無形資産の具体的内容
を例示している。そして、貸借対照表原則五で「無形固定資産は、当該資産の有効期間に
わたり、一定の減価償却の方法によって、その取得原価を各事業年度に配分しなければな
らない。繰延資産についても、これに準じて、各事業年度に均等額以上を配分しなければ
ならない」として取得原価主義にもとづく認識と測定、そして費用配分の原則に基づいた
知 的 財 産 
知 的 資 産 
知 的 資 本 
無形資産 
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費用計上を求めている。また、表示に関しては、貸借対照表原則五 E で「無形固定資産に
ついては、当該資産の取得のために支出した金額から減価償却累計額を控除した価額をも
って貸借対照表価額とする」とし、直接法による表示が認めている。 
「企業会計原則」には無形資産に関する詳細な内容が盛り込まれていない。理由として
無形資産が外部との取引により取得された法的な保護のある権利に限定されてきたため、
認識にあたって客観的な根拠が存在し、特別なルールが必要なかったかである。また測定
に関しても、外部者と取引における支出が行われていることを前提としたためその支出額
の測定を行えばよく、検証可能性などの問題は生じなかった。 
会計ビックバンを経て、多くの会計基準が公表された。その中で無形資産に関する処理
が定められるようになった。ここでは、各基準でどのような処理を定めているのかについ
て「企業結合に関する会計基準」，「研究開発費に係る会計基準」を確認する11。 
2008 年に公表された「企業結合に関する会計基準」を確認する。本基準では、「取得原価
は、被取得企業から受け入れた資産及び引き受けた負債のうち企業結合日時点において識
別可能なもの（識別可能資産及び負債）の企業結合日時点の時価を基礎として、当該資産
及び負債に対して企業結合日以後１年以内に配分する」とし、「受け入れた資産に法律上の
権利など分離して譲渡可能な無形資産が含まれる場合には、当該無形資産は識別可能なも
のとして取り扱う」としている（同基準上 28，29）。無形資産が識別可能なものであれば、
原則として資産計上することが求められる。例えば、無形資産の受け入れることが企業結
合の目的のひとつとされた場合等、無形資産が企業結合における対価計算の基礎に含めら
れているような場合には、当該無形資産を計上するとなる。 
次に無形資産がオンバランスされるケースとして研究開発費におけるソフトウェアがあ
げられる。そこで「研究開発費等に係る会計基準」における取り扱いを確認する。本基準
では、「市場販売目的のソフトウェア及び自社利用のソフトウェアを資産として計上する場
合には、無形固定資産の区分に計上しなければならない」（同基準上 4.4）としているよう
に市場販売目的と自社利用のソフトウェアが無形資産としてオンバランスすることを定め
ている。この際、「市場販売目的のソフトウェアである製品マスターの制作費は、研究開発
費に該当する部分を除き、資産として計上しなければならない。ただし、製品マスターの
機能維持に要した費用は、資産として計上してはならない」（同基準上 4.2）とし、自社利
用の場合「ソフトウェアを用いて外部へ業務処理等のサ－ビスを提供する契約等が締結さ
                                                  
11 このほかに無形資産に関する会計基準として「税効果会計に係る会計基準」が存在する。 
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れている場合のように、その提供により将来の収益獲得が確実であると認められる場合に
は、適正な原価を集計した上、当該ソフトウェアの制作費を資産として計上しなければな
らない。社内利用のソフトウェアについては、完成品を購入した場合のように、その利用
により将来の収益獲得又は費用削減が確実であると認められる場合には、当該ソフトウェ
アの取得に要した費用を資産として計上しなければならない」（同基準上 4.3）としている。
以上から、市場販売目的と自社利用目的の場合にはオンバランス処理されることがわかる。 
また、研究開発費の開発費は、国際財務報告基準によればオンバランスが認められてい
る。今後、我が国において、国際財務報告基準が適用されるのであれば、開発費のオンバ
ランスは可能になるであろう。このことから研究開発費に対しては、オンバランスの傾向
がみられる。 
 以上のことから現在制度において確認できる無形資産をオンバランスするケースとして
は、無形資産そのものを外部の第三者から取得したケース，企業結合によって取得したケ
ース，及び研究開発費における一部のケースだとわかった。自己創設よる取得の場合、無
研究開発費の一部だけが現行オンバランスされている。研究開発費以外の他の無形資産が
自己創設された場合、オンバランスされることは現行の制度上は想定していない。その他
無形資産をオンバランスすることについて再検討する必要性があるのではないかと考える。
以下、無形資産をオンバランスされるために必要となる要件を照らして、自己創設無形資
産のオンバランスの可能性を検討したい。 
 
第５節 無形資産の定義と認識要件 
 
第 1項 無形資産の定義 
 
前節では、制度上、自己創設によるオンバランスは限られたものであった（EX 自社利用
のソフトウェア）。現行の会計制度を維持したまま無形資産のオンバランスはできないのか。
本節でかかる問題を解決するため、オンバランスするための要件を明らかにする。その要
件を明らかにするにあたっては、無形資産の定義、認識要件からその要件を導出する。我
が国の無形資産会計には、無形資産の定義、認識要件は存在しないことから、国際的な会
計基準を参照しつつ、明らかにしていきたい。 
無形資産は、資産の一部であることから、まず資産の定義を確認する。資産の定義は、
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基本的に、各国基準において概念フレームワーク等で定められている。ここで、それぞれ
の定義に共通する資産の本質的な特性を確認する。 
 我が国の概念フレームワークでは、資産は「過去の取引または事象の結果として、報告
主体が支配している経済的資源をいう」と定義されている。ここでいう経済的資源とは、「キ
ャッシュの獲得に貢献する便益の源泉」をさすものである。 
一方、国際財務報告基準では、資産は「過去の事象の結果として当該企業が支配し、か
つ将来の経済的便益が当該企業に流入することが期待される資源をいう」（FR.par49）とし
ている。 
米国会計基準では、「過去の取引または事象の結果として特定の企業により獲得または支
配され、かつ期待される将来の経済的便益である」としている。 
資産の定義としては、国際的な会計基準，我が国の会計基準の定義の中で用いられてい
る表現の仕方に若干の違いはあるが、「過去の事象の結果」，「報告主体による支配」，「経済
的資源」を要件とすることは同じである。また、いずれの定義においても、「経済的便益の
源泉たる経済的資源」であることが資産の本質であり、そのような経済的資源を企業が支
配していることが必要とされている。ここでいう経済的便益は、具体的には、直接または
間接のキャッシュ・インフローの増加，キャッシュ・アウトフローの減少またはそれらの
組み合わせである12。 
 次に、有形資産とは異なる無形資産の特性を確認し、有形資産と無形資産を区別する要
件を検討する。 
 無形資産について、我が国では「営業権、特許権、地上権、商標権等は、無形資産に属
するものとする」（貸借対照表原則四）との記載はあるが、明確な定義は存在しない。 
これに対して、国際財務報告基準では無形資産の定義が存在する。「物理的実体のない識
別可能な非貨幣性資産」（IAS38．Par8）と定義しており、加えて、定義を充足するために
必要な要素として「識別可能性」，「支配」，「将来の経済的便益」を挙げている。また、米
国会計基準では、「物理的実質を欠く資産（金融資産を除く）」とされている。 
 各国基準を見る限りにおいて、無形資産の要件としては、「識別可能性」，「支配」，「将来
の経済的便益」，「物理的実態がない」があげられる。このうち、「支配」，「将来の経済的便
益」の要件は資産の定義にも共通する要件である。これらの要件に関しては、有形・無形
を問わず共通的な要件であると考える。それに対して「物理的実体がない」，「識別可能性」
                                                  
12 「無形資産に関する論点整理」，17 
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という要件に関しては、無形資産特有の用件であると考えられる。 
 「物理的実体がない」という要件についてであるが、無形資産である以上有形資産と違
い物理的実態がないことは明白である13。以上からこの要件についてはこれ以上議論する必
要はないものと考える。 
 次に「識別可能性」という要件についてである。「識別可能性」は無形資産であるための
十分条件というよりものれんと識別するための十分条件である14。無形資産がのれんと識別
することが重要であることから、国際財務報告基準のIAS38の無形資産の定義では、識別可
能性15が３つの要件の1 つとして強調されている。のれんは契約その他法的権利によって保
護されているわけではなく、また単独で処分できないことから「識別可能性」を満たして
いない。「識別可能性」の要件を満たすということは、無形資産が独立して識別可能な資
産であることをあらわし、識別不能資産であるのれんと区別することを明確にするもので
ある。なお、「識別可能性」については次章で詳しく取り扱う。 
 
 
 
 
 
 
                                                  
13 ここで、物理的な実体を有していないにもかかわらず、なぜ企業にとって経済的便益になる
か補足したい。無形資産の本質は、法の保護があるか否かを問わず普遍的「独占的超過利潤獲得
機会」、普遍的に価値あうものを独占することにより他者と比較してより大きな利益獲得の機会
が得られる点に求められる。これを具体的にあらわすと、無形資産は当該「独占的超過利潤獲得
の機会」を自社利用、ライセンス、及び売却によって企業に経済的便益をもたらすことができる
し、またフランチャイズ化することによっても経済的便益をもたらすことができるとあらわすこ
とができる。（藤田晶子【2001】） 
14 広瀬義州【2006】 
15 なお、現在の IAS第 38号では識別可能であるためには「分離可能」、「法的権利から生じる」
のいずれかを満たすことを要求している。IAS第 38号の改訂及び IFRS第 3号の開発の以前、
企業結合で取得された無形資産がのれんと区別して認識すべき規定があるにもかかわらず、多く
の場合、のれんとして認識されている金額に含まれていた。識別可能性要件を設けることで識別
可能性をより明確にして、のれんと無形資産の分離を実行性あるものにしようとしたものである。
ここでいう「分離可能」というのは、無形資産を分離または分割でき、独立または関連する契約
資産である。言い換えれば、負債と一体として、売却、譲渡、ライセンス、賃貸または交換でき
ることである。「法的権利から生じる」というのは、それらの権利画譲渡可能または企業やほか
の権利・義務務から分離可能であるか否かにかかわらず、契約その他の法的な権利に起因するも
のであることをあらわす。 
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第 2項 無形資産の認識要件 
 
無形資産をオンバランスするためには、前項で挙げた無形資産の定義を充足することが
必要であるが、認識要件の検討も必要性であると考える。実際、国際財務報告基準では無
形資産の定義の充足とともに、無形資産の認識要件明らかにしている。本項では、無形資
産の認識要件を参照するとともに、無形資産をオンバランスするための要件を検討する。 
 日本の会計基準では、ソフトウェアや企業結合によって買い入れたケースを除いて、認
識要件を明示する規定は存在していない。米国も同じく規定は存在していない。 
一方、国際財務報告基準においては、無形資産の認識要件として「資産に起因する期待
される将来の経済的便益が企業に流入する可能性が高く」、かつ「資産の取得原価は信頼性
をもって測定することができる」ことを要求している。（IAS38 par21） 
まず、「資産に起因する期待される将来の経済的便益が企業に流入する可能性が高く」と
いう要件を検討する。「将来の経済的便益」を生じさせる可能性が存在しても、その可能性
があまり高くないものまで財務諸表上無形資産にオンバランスすることは、かえって誤解
を招く情報の提供になるおそれがある。以上からわかるように無形資産としてオンバラン
スするためには、それが将来の経済的便益に結びつくことについてある程度の発生可能性
が必要だと考えられる16。無形資産をオンバランスするための要件のとして、「経済的便益
をもたらす蓋然性」17の要件を求めることが必要だと考える。 
一方、「測定の信頼性」についてであるが、提供される情報は信頼に足りうるものである
ことが求められる。なぜなら、信頼するにあたらない情報もまた利用者にとって誤解を招
く原因のひとつになる。したがって、無形資産をオンバランスするための要件として「測
定の信頼性」が求められている。以上から無形資産をオンバランスするための要件として
は「経済的便益をもたらす蓋然性」、「測定の信頼性」といった要件を満たす必要があると
考える。 
以上を踏まえた上で今までの議論を整理すると、無形資産がオンバランスするためには、
資産の定義を満たすとともに、「識別可能性」、「経済的便益をもたらす蓋然性」、「測定の信
頼性」といった要件を満たす必要があると考える。以上のことを踏まえて、次節では取得
形態別に当該要件の充足の可否を確認する。 
                                                  
16 無形資産に関する論点整理．36 
17 同論点整理 36 
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第６節 取得別の対応のあり方 
 
第 1項 買入による取得 
 
まず、本項では第三者から無形資産を買い入れた場合を検討する。企業が第三者から無
形資産を買い入れて取得する場合、識別可能つまり処分可能な無形資産を取引の対象とす
ることから、識別可能性がある無形資産であることについては明白である18。また、企業が
対価を支出して特定の無形資産を取得しようとするのは買い入れた資産から発生する経済
的便益が高いと判断したからにほかならない。以上から買入による取得の場合「経済的便
益をもたらす蓋然性」という要件は満たすものである。また、「測定の信頼性」については、
取得取引において実際に当該企業が第三者に対して支出した対価の額であることから「測
定の可能性」の要件も満たすと考えられる。以上の議論を踏まえると企業が第三者から無
形資産を買い入れて取得した無形資産はオンバランスすることに問題はないと考える。 
 
第２項 企業結合による取得 
 
次に、本項では企業結合により無形資産を取得した場合を検討する。企業が外部から無
形資産を承継的に取得する場合において、企業結合によって企業を包括的に取得し、その
一部として無形資産を受け入れた場合には、無形資産を個別に買い入れて取得したときと
は状況が異なるものと考える。 
先に記述したように我が国の「企業結合に関する会計基準」では、企業結合により受け
入れた資産及び負債のうち、識別可能なものについて認識することとされており、企業結
合により受け入れた無形資産が法律上の権利など分離して譲渡可能な場合には、識別可能
なものとして取り扱うこととしている。（同基準 28．29）19 
                                                  
18 同論点整理 43 
19国際財務時報告基準では、識別可能性は無形資産の定義に含まれ、識別可能性の要件が定
められているため企業結合時において法的権利または分離可能な無形資産はのれんから区
別して識別しなければならないとされる（IFRS3 Appendix A）。企業結合により取得した
無形資産はその公正価値に当該無形資産の発生可能性の影響が反映されていることから、
「経済的便益をもたらす蓋然性」という要件は常に満たしていると考えられる。さらに企
業結合で取得した識別可能な無形資産の構成価値はのれんと区別するに当たって、通常、
十分な信頼性を持って測定できるとしている。そのことから「測定の信頼性」も確保され
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また、企業結合の当事者間で、無形資産に相当するものの存在を相互に認識し、その存
在が企業結合の対価に算定過程に影響を与えている場合には、無形資産に相当するもの経
済的便益は一定程度認められる、その際には将来の経済的便益を、もたらす不確実性が時
価に反映されたものと考えられる20。したがって、通常、「経済的便益をもたらす蓋然性」
という要件は満たすと考えられる。企業結合会計では「分離して譲渡可能」な無形資産で
あるためには当該無形資産の独立した価額を合理的に算定できることが前提とされている、
また企業結合当事者間で決定された測定値で算定されていることから「測定の信頼性」の
要件も、満たすと考える。以上の議論を踏まえると無形資産はオンバランスすることに問
題はないと考える。 
 
第 2項 自己創設による取得（研究開発費） 
 
 本項においては自己創設による取得による場合の研究開発について検討する。現行の我
が国の会計制度では、研究開発費については、オフバランスされている。一方国際財務報
告基準では、開発費に対してオンバランスが認められている。今後、我が国が国際財務報
告基準を適用した場合、開発費のオンバランスは可能になる可能性がある。そこで、IAS３
８号の開発費の規定を参照しつつ、オンバランスするための要件を満たしうるものなのか
検討したい。まず、あらためて各国基準の研研究開発費の取り扱いを参照したい。 
我が国の会計基準では、先に記述したように研究開発費はすべて発生時に費用処理とし
て処理しなければならないとされている。（「研究開発費に係る会計基準」三） 
一方、国際財務報告基準は研究（または内部プロジェクト研究局面）から生じた無形資
産は認識してはならず、これに関する支出は、発生時に費用として認識しなければならな
い（IAS38.par54）としている。 
他方、開発費（内部プロジェクトの開発局面）から生じた無形資産は企業が事項のすべ
ての要件を立証できる場合には、識別しなければならないとしている。（IAS38.par57）開
発から生じた無形資産を認識するために、企業が立証しなければならないとされている用
件は以下の通りである。 
 
                                                                                                                                                  
る。 
20 無形資産に関する論点整理 57 
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（１） 使用または売却できるように無形資産を完成させることの、技術上の実行可
能性 
（２） 無形資産を完成させ、さらにそれを使用または売却するという企業の意図 
（３） 無形資産を使用または売却できる能力 
（４） 無形資産が蓋然性の高い将来の経済的便益を創出する方法（とりわけ次のい
ずれか） 
① 無形資産による算出物の市場の存在 
② 無形資産それ自体の市場の存在 
③ 無形資産を内部で使用する予定である場合には、無形資産の有用性 
（５） 無形資産の開発を完成させ、さらにそれを使用または売却する単に必要とな
る、適切な技術上、財務上及びその他の資源の利用可能性 
（６） 開発期間中の無形資産に起因する支出を、信頼性を持って測定できる能力 
 
 
これらの要件は、自己創設による取得の場合には客観性と検証可能性を持って確認する
ことが容易ではないため、そのためのポイントをより詳細に分析して示したものである。
（IAS38.par65） 
他方、米国会計基準においては我が国と同様、研究開発費は、発生時に費用処理しなけ
ればならないとされている。（SFAS2 P12） 
開発のための支出を無形資産として認識することの是非について検討する。識別可能性
について、法律上の権利または分離して譲渡可能である場合には識別可能であるいう基準
を当てはめた場合、研究開発の成果については識別可能性の判断は難しい。しかし、開発
のプロジェクトとして取り組んでいるものであれば、通常当該開発のためにための支出は
識別可能なものとして考えられている。 
IAS第 38号においては、おもに経済的便益をもたらす蓋然性の用件を判断するためのチ
ェックポイントとして資産計上の対象となるべき範囲の考え方と要件を示している。先ほ
ど記述した（１）から（５）の要件は、「経済的便益の蓋然性」に関する要件であり、また
（６）の要件は「測定の信頼性」を確保するための要件である。  
オンバランスのための要件である「識別可能性」，「経済的便益をもたらす蓋然性」，「測
定の信頼性」を満たすことかどうかにあたって、IAS第 38号のような（１）から（６）の
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ような要件を満たすことにより満たすものである。以上の議論を踏まえると自己創設によ
る取得による場合の研究開発はオンバランスすることに問題はないと考える。次項では、
自己創設による取得における研究開発費以外のその他無形資産で補うものである。 
 
第 4項 自己創設による取得（その他無形資産） 
 
ここで、自己創設無形資産として認識されるものとして典型的な例として、自社製作の
ソフトウェアが挙げられよう。それ以外にもマーケティング関連、顧客関連、技術関連、
人的資源関連等に係る投資により、将来収益の源泉となり得る価値が創出されていないも
のに限定されていない。このような企業内部における支出等はオンバランスするための要
件を満たす可能性がある。 
我が国にはその他自己創設無形資産に対する具体的な取り扱いがない。それに対して国
際的な会計基準ではその他自己創設無形資産についての取り扱いがあるので参照したい。 
 国際財務報告基準では、外部取得無形資産と自己創設無形資産に関する定めにはどのよ
うな差異も存在すべきではないとして、自己創設無形資産であってもそれがオンバランス
するための要件を満たす場合、オンバランスすべきとしている。具体的なものとして先ほ
ど記述した開発にかかる支出をあげられよう。この際は、自己創設無形資産をオンバラン
スするかの判断にあたり、無形資産の一般的な定義及び認識要件に加えて、自己創設無形
資産に関する特別な認識要件を定めていた。また国際財務報告記基準ではオンバランスし
てはいけない項目として以下のような項目をあげている21。（IAS38.par63） 
                                                  
21 理由として以下の通りである。【３】の開発準備活動に関する支出や【６】の企業の一部また
は全部移転または組織変更に関する支出についてはこれらがもたらす経済的便益は、企業におけ
る事業活動全体とその関連で期待できないことからのれんと区別して認識すること（識別可能
性）が困難であるとされ、【４】の訓練活動に係る支出や【５】の広告宣伝及び販売促進活動に
関する支出については企業における将来の経済的便益の獲得を狙ってなされる投資ともいえる
が、その支出と将来期待できる経済的便益との因果関係を説明することが通常は困難であり、識
別可能性の充足や経済的便益をもたらす蓋然性の要件の充足の観点から認識できないものとさ
れる。さらに【2】のように、ブランド、題字、出版表題、顧客名簿等を自己創設により取得し
た場合には、通常測定確保しつつ全体から切り離すこと、自己創設のれんから識別することが困
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【１】 自己創設のれん 
【２】 内部で創出される、ブランド、題字、出版表題、顧客名簿及び実質的にこれ
らに類似する項目 
【３】 開業準備活動に係る支出 
【４】 訓練活動に関する支出 
【５】 広告宣伝及び販売促進活動に関する支出 
【６】 企業の一部または全体の移転または組織変更に関する支出 
 
 一方、米国会計基準では自己創設により取得した無形資産については、一般的に無形資
産の存在及び公正価値に関する信頼性ある証拠を入手することが困難であるから自己創設
無形資産の当初取得によける測定可能性を否定している。 
 開発かかる支出以外の自己創設無形資産もオンバランスするための要件を満たした場合
はオンバランスすることが可能だと考えられる。開発にかかる支出に関しては、要件を補
完するための要件を定めていたが、それ以外の自己創設無形資産については、開発費とは
性質が異なるため、異なる要件を定める必要があるという考え方がある22。しかしながら開
発費のような要件を範囲が不明確23な無形資産について、それぞれの要件を整えることは難
しいであろう。以上からその他自己創設無形資産全体に対しては、補完的な要件を設定す
る困難ではないかと考える。そこで、個別に無形資産をオンバランスするための要件を検
討することが必要になるのではないかと考える。次章においては個別具体例として自己創
設ブランドをオンバランス化できないかどうか検討する。 
  
第７節 小括 
 
本章では現行の無形資産に関連する会計基準を確認するとともに、無形資産をオンバラ
ンスできるかどうかの要件を明らかにした。 
                                                                                                                                                  
難であるとされている。 
 
22 無形資産に関する論点整理 
23 第 2章第 2節参照 
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第３節では、無形資産の範囲を確認するととともに、用語の整理をした。無形資産の種
類は多岐にわたるため範囲を決めることはできないと考えた。無形資産の会計の領域は、
知的資本知・知的資産・知的財産のそれぞれの領域に比べて 2 つの点で異なることがわか
った。第 1 に必ずしも知識限定されていないこと、第２に会計上の資産要件を満たさなけ
ればならないことである。 
第４節では、現行の会計基準を参照して、取得の形態によって無形資産のオンバランス
の要否が違っていることを確認した。現状、無形資産をオンバランスするケースとしては、
個別による取得，企業結合時の取得，研究開発費関連の取得のケースをあげることができ
た24。 
第５節では、無形資産の定義、認識要件からオンバランスできるかどうか判断するため
の要件を導出した。我が国の無形資産会計には、無形資産の定義、認識要件は存在しない
ことから、国際的な会計基準を参照しつつ、検討した。その結果、無形資産をオンバラン
スするためには「識別可能性」，「経済的便益の蓋然性」，「測定の信頼性」といった要件を
満たす必要があることがわかった。 
第６節においては、現在、オンバランスするケースにおいて、無形資産をオンバランス
に必要な「識別可能性」、「経済的便益の蓋然性」、「測定の信頼性」といった要件が実際に
満たされているのか明らかにした。その結果、現在オンバランスしているケースは要件を
満たしていることが確認できた。一方で自己創設無形資産の場合、要件を満たすことが難
しいことからオフバランス化されていることを明らかになった。 
オンバランスするための要件を満たすかどうかを別個検討することでオンバランスの可
能性はあるのではないか。その疑問をもとに次章では、その代表格として自己創設ブラン
ドを検討する。 
 
 
 
 
 
 
                                                  
24 今後、我が国が国際財務報告基準を適用するならば、開発費のオンバランスも可能になる。 
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第 3章 一部無形資産（自己創設ブランド）のオンバランス化 
 
第 1節 はじめに 
 
本章では、前章であげたオンバランスできるかどうか判断するための要件である「識別
可能性」，「経済的便益をもたらす蓋然性」，「測定の信頼性」に照らして、自己創設ブラン
ドのオンバランスの可能性について検討する。自己創設ブランドを検討する前に、ブラン
ドの概念とブランドの経済的効果を確認する。 
 
第２節 ブランドの定義 
 
第 1項 諸説 
 
ブランドとは何かについて、必ずしも明確かつ統一的な定義が確立されていない25。そこ
でまず、ブランドの諸説に触れる前にブランドの語源を明らかにする。「ブランド（brand）」
とは、「焼き印をつけること」を意味する“brand”という古期フリジア語“brant”、とい
う古高地ドイツ語、“brandr”という古期スカンジナビア語等から派出した用語であり、家
畜の所有者が自己の家畜と他人の家畜を識別するための印が語源であるといわれる。つま
り、「他と区別する」ということがブランドに本来的に備わった機能である26。 
次に、ブランドの諸説ある定義を 4つほど紹介したい。一つ目として、「ブランドは販売
者の製品またはサービスを競合他社のそれとは区別して識別しようとする名称、用語、サ
イン、シンボルまたはデザインあるいはそれらの組み合わせである27。」二つ目として「販
売者の製品またはサービスを他の販売者のそれとは区別して識別する名称、用語、デザイ
ン、シンボルまたは他のあらゆる特徴、ブランドは販売者側の１つの項目、項目の集団ま
たはそのすべての項目を識別するかもしれない28。」三つ目として「ブランドは製品に付随
して認識された名称であり、ブランドが付された製品が他の比較可能な製品より高いと評
                                                  
25 古賀智敏【2005】 
26 広瀬義州【2006】 
27 Kotler【1980】 
28 Bennett【1988】 
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価されるように消費者へのイメージを企画するものである29。」四つ目として「ブランドは、
製品の価値をその機能的な目的を超えて高める名称、シンボル、デザインまたはマークで
ある30。」 
これらの違いは、製品・サービスの競争優位性の源泉としての販売者の視点に焦点をお
く場合もあれば、消費者側へのイメージといった消費者サイドの視点に立つ定義もあり、
どのような視点に立つかによってその定義の仕様は異なることである。そこで、これらの
要素を取り出して以下のようなブランドの規定を示すことにする31。 
ブランドとは、「１つまたは複数の販売者の財貨・サービスを識別し、それらを他の販売者
の財貨・サービスから区別させようとする名称、用語、シンボル、デザインまたはその組
み合わせ32」である。 
この定義には３つの要素が含まれている。第１に、特定の商品に対して購買パターンを
形成するような消費者のブランド・ロイヤリティであること、第２に特定の商品の知覚的
または実質の属性に対する消費者の評価とそれに対してプレミアムを支払おうとする意思
であること、第３に、高いマーケティング・コストのために、競争企業が参入することが
できない市場地位であるということである33。このように、ブランドは消費者の遠近感に焦
点を置くマーケティング概念であり、法的概念としての商標権を包摂するものとして把握
される34。 
一方で、会計学及び会計実務の中で、ブランドは、先に記述したマーケティングの場合
によるブランドの概念とはやや異なっているものとされる。ここでいくつ会計上のブラン
ドの定義をあげたい。一つ目として、「ブランドは無形資産の集合体であり、それらは一体
となって市場における製品を構成する。強力な商標権はブランの要である35。」二つ目とし
て、それにと類似する概念として、「ブランドとは商標権や特許権という法的権利を軸とし
て、技術力、製造ノウハウ、マーケティング力党の様々な無形要素の集合体を指している36。」 
つまり、会計上のブランドでは、たとえば、従来資産として認識されていなかった商標
                                                  
29 Manintz and Mullen【1989】 
30 Farquhar【1989】 
31 古賀智敏【2005】 
32 Sturgess【1990】 
33古賀智敏，同上書 
34 Smith and parr【2000】 
35 菊池純一【1996】 
36 藤田晶子【1999】 
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権、特許権、技術力、製法、製造ノウハウ、マーケティング力などから構成される無形資
産の集合体をさす37。 
以上のような定義によると、ブランドは無形資産の集合体である。しかしながら考える
と識別可能できない無形資産の集合体であるのれんとブランドの区別がなくなってしまう
ので本稿ではこの定義を素直に受け入れられない。ただ、「商標権はブランドの要である」
という点については受けいれることができる。ブランドそのものは実体法上の権利ではな
いが、ブランド・ネームそれ自体を保護している商標権はブランドにおける主要なもので
ある。また、意匠権，著作権，及び特許権も重要なブランドの構成要素である。これらの
権利によって、ブランドから企業にもたらされるキャッシュ・インフローが確保でき、企
業は他社にブランドを貸与するときに使用料を徴収でき、他社が無断で使用された場合に
は、不正競争防止法によって企業の利益を保護できる。したがって、ブランドは商標権や
特許権という法的権利を軸として考える必要がある。 
次に以下のような定義をあげたい。「ブランドとは、市場により認知された企業あるいは
製品の特性で、当該企業あるいは製品の特性で、当該企業あるいは製品に対する消費者の
中世を引き出し、超過利益をもたらす無形の力38。」 
以上のように、ブランドがもたらすキャッシュ・インフローは消費者の忠誠を引き出す
ことによって達成できる。著名なブランドは企業に所有され、消費者の信頼を得て、ノン・
ブランドの高い価格を設定でき、企業にキャッシュ・インフローをもたらす力があるとい
える。 
以上の議論を踏まえるとブランドとは商標権や特許権を軸として、当該企業及び製品39に
対する消費者の忠誠を引き出し、超過利益をもたらす無形の力だといえる。   
 
第 2項 商標権等の関係 
 
ブランドの定義をふまえたうえで、ここではさらに、３つの関係における位置づけを行
                                                  
37 藤田晶子【1999】 
38 岡田依里【1997】 
39 ブランドは、それが示す対象によって、コーポレート・ブランドとプロダクト・ブランドと
に区分できる。コーポレート・ブランドとは、コーポレート・ネーム、コーポレート・ロゴなど
の標章であり、プロダクト・ブランドとは、製品に付されたネーム、ロゴなどの標章であるとす
る。たとえば SONYはコーポレート・ブランドであり SONYが製造している VAIOはプロダク
ト・ブランドである。 
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うのであるが、そのためには２つの点を解明しなければならない。第１にブランドとのれ
んの関係、第２にブランドと商標権との関係は、どこに相違点があるのかという問題であ
る。 
まず、ブランドとのれんの関係について、明らかにする。のれんには企業結合の際、企
業を取得したときの対価から当該企業の識別可能な純資産の公正価値を差し引いた残額と
定義される「購入のれん」と、事業の継続とともに毎期の特定の支出を通じてその支出の
貢献によって発生が認識される「自己創設のれん」の２種類がある40。 
 人的資源の優位性、経営組織の優位性、あるいは顧客の構成・事業の市場要因の優位
性、そして、優れた研究開発等は、これまで、のれんの内容とされていたものである。つ
まり、超過収益力の源泉であるがここに識別不可能なため「のれん」として一括して資産
に計上されてきたものである。無形資産としての識別・分離がある程度の正確性、客観性
もって、実際に実行可能かは後述の議論で触れるが、これまで、のれんに含まれていた中
身として、次のような項目を指摘できる41。 
 
 
 
① 顧客及び市場を基礎とする資産―顧客の構成や事業の市場要因に関連する無形資産、
たとえば、販売システム、流通チャンネルである。 
② 契約を基礎とする資産―固定オ及び有限の期間をもつ無形資産たとえば、契約であ
る。 
③ 技術を基礎とする資産―事業に関わる技術革新や技術進歩に関する無形資産。たと
えば技術的ノウハウである。 
④ 法律を基礎とする資産―有効期限のある法的に確立している無形資産。たとえば、
商標権、商品名である。 
⑤ 労働を基礎とする資産―従業員や企業内の労働によって確立した無形資産。たとえ
ば、技術専門家である。 
⑥ 企業の祖再起及び財務資産―組織構造に関する無形資産。たとえば、資金調達能力
である。 
                                                  
40 黒川行治【1997】 
41 黒川行治【1999】 
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 このように、のれんはブランドよりも広い概念である。のれんは販売システム、契約、
ノウハウ、商品名などを含めた概念であり、非常に広い、曖昧な概念である。沿いてブラ
ンドはそののれんの中の部分と考えられるが、もしそれが識別可能であれば、当該ブラン
ドをのれんとは別に認識し、財務諸表に計上すべきか否かが、ここで大きな問題になるで
あろう。この点については、次節以降で検討することにする。 
 次に、ブランドと商標権の関係については工業賞有権の１つである商標権は法律上の権
利であり、商標権の価値とは法的権利保護機能としての価値である。自己創設ブランドの
場合、通常登録申請費用などをその中に含む。一方、企業が将来にわたりブランドを保有
すると意思決定する場合、自社保有による将来キャッシュ・フローの割引現在価値で評価
するのであれば、ブランドの価値は商標権の価値より高くなる。したがって超過収益力を
考慮しないブランド価値と商標件の価値は同額になるといわれる42。 
 以上のことをふまえて、ブランドとのれんおよび商標権との関係は以下の図１のように
考えられる。 
 
図１商標権、ブランド、のれんの関係 
出典 船引 勇「ブランド・エクイティの財務的価値評価と資産計上」 
『JICPAジャーナル』第 536号（2000年 3月）ｐ５４ 
                                                  
42 舟引勇【2003】 
                   のれん 
          ブランド 
商標権 
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第３節 ブランドの経済的効果 
 
本節では、自己創設ブランドのオンバランスできるかを検討する前にブランド自体の経
済的価値を確認する。 
ブランドの経済的効果として、①顧客のロイヤリティーを高めること、②プレミアム価
格の実現すること、③他より優れた、あるいは独自の商品やサービスを顧客に認知させて
顧客や売上高の増大をもたらすこと、④競争相手より有利な競争条件をつくりさすこと、
⑤潜在的競争相手が参入するのを断念させることなどがあげられる43。  
 もし、ブランド価値が財務諸表に計上されなければ、外部分析者は価値を適切に評価で
きない。企業の内部事情に詳しい者しか企業の価値を判断できない。株主に対するアカウ
ンタビリティを達成するためにも、情報開示するべきである。 
 ブランド自体は、他より優れた、あるいは独自の商品やサービスを顧客に認知させて、
顧客の愛着心をつかむ役割を果たす。たとえば、顧客の忠誠心を高めること。他の商品よ
り高い価格が実現すること、売上高の増大をもたらすことが実現できる。ブランドを資産
計上した場合、その結果として競争相手より資金調達をする上で有利な競争条件を作りだ
すことができる。 
 さらに、具体的に⑤潜在的競争相手が参入するのを断念させるという点については、例
えば、買収のターゲットになる企業は過小評価されているケースがある。したがって買収
側の企業は多大なプレミアムを支払うにも係わらず、市場において過小評価されたブラン
ドを本来の価値よりも安く買収することができ、さらに自社において新しいブランドを構
築するという二重のリスクとコストを回避することができるという二重の利益を得ること
になる。 
 もし、非買収企業の中にしまいこまれている「隠された価値」であるブランド価値を投
資家や株主に気づかせることができたならば―ブランドの価値を貸借対照表に資産計上で
きていたならば―買収側の企業に対しても、もっと大きな代償を支払わなければならなか
ったはずである。場合によっては、大きな代償ゆえに事前に敵対的な買収を断念させるこ
とが可能になる可能性も出てくるであろう。 
 以上のようにブランドは非常に大きい価値を持っていうというにも係わらず、会計実務
上は購入ブランドだけを資産計上して計上されている。自己創設ブランドについても検討
                                                  
43榛沢明浩【1999】 
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する必要があることから次節において検討する。 
 
第４節 自己創設ブランドの識別可能性について 
 
ブランドといっても、外部取得によるブランドと自己創設によるブランドにわけられよ
う。前者に対しては、前章で示したように外部取得の無形資産においては、オンバランス
に必要な要件を満たすものであった。それに対して自己創設によるブランドが要件を満た
しているかということが問題になる。本節では、すべての自己創設ブランドをオンバラン
スできるのか検討する。 
 
 
第 1項 識別可能性の可否 
 
まず、オンバランスするための要件を満たすかを検討する前に、自己創設ブランドが資
産の定義の要件を満たしているか検討したい。 
資産の定義の要件は「過去の事象の結果」、「報告主体による支配」、「経済的資源」ので
あったが、どうであろうか。ブランドはこの要件をすべて満たしていると述べられていた44。 
ブランドの資産性に対する学説では「企業に経済的便益を示し、過去の取引や事象から
もたらされる有形、無形資産の間に明確な区別がなされる根拠がないが、無形資産投資は
企業にとって将来の経済的の便益の資源であり資産として認識し、勘定科目に反映される
べきであり、また経済的便益を生み出すものはなにか、また企業がそれをどこまで支配す
るのかが認識において重要である」としている45。 
また、他の学説では、「ブランドはその所有者に便益を与えることのできる独立した法的
状態を有する分離、識別可能な資産であり所有主観でブランドの法的状態を支配する商標
証明書の単純譲渡であり、代替的使用による市場、分離可能性、理にかなった見返りの確
実性を有し多くの有形資産と同様な特徴を有している」としている46 
                                                  
44 藤田晶子【2001年】 
45 Canbano Leandro Maneuel Garcia-Ayuso ＆ Paloma Sanchez,”Accounting for 
 Intangibles:A Literature review”，Journal of Accounting Literture, Voｌ．19，2000 
46 Hendriksen Eldon S．＆Michael F．Van Breda，Accounting Theory，Fifth Edition, 
 Irwin,1992 
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 ブランドに対する投資は企業にとって将来の経済的の便益の資源であり「経済的資源」
である。また過去の支出の結果ブランドが発生することから、「過去の事象の結果」であり、
所有主観でブランドの法的状態を支配するとするならば「報告主体による支配」の要件を
満たすことになると考える。 
 無形資産の特有の要件であった「物理的実体がない」、「識別可能性」について検討す
る。ただ、「物理的実体がない」という要件は自己創設ブランドが無形の力である事実から
議論する必要はないと考える。 
次に、識別可能性について検討する。自己創設ブランドをオンバランスできるかどうか
の判断に際しては「識別可能性」が大きな焦点となる。その理由としては、自己創設ブラ
ンドから発生する経済的便益が不透明であること、また第２節で記述したようにのれんが
自己創設ブランドを包括する概念であることがあげられる。特に、自己創設のれんの計上
が認められてないだけに、自己創設ブランドとのれんの区分は厳密に行う必要がある。こ
れより識別可能性の要件の意味するところを明らかにしたい。 
まず、識別可能性に対して以下のようなことがいわれている。「資産がその売却または継
続的使用を通じて将来のキャッシュ・インフロー獲得に貢献することが明らかな場合に当
該資産は識別可能であるとされる。またある資産が他の資産と一体となって将来のキャッ
シュ・インフローに貢献することが明らかな場合にも、複数の資産から公正される現金生
成単位として当該資産は識別可能である47」言い換えれば、「ある価値が他の資産による貢
献部分か他の複数の資産に付随する価値による貢献部分か明らかにできないような場合に
は識別不能である48。」ある価値が識別可能ではない場合には、かかる価値は他の複数の資
産に付随して発生する価値であって、将来にわたって獲得されるキャッシュ・インフロー
が他の複数の資産による貢献部分か、他の複数の資産に付随する価値による貢献部分を明
らかにできない。すなわち、識別不能な価値については将来のキャッシュ・インフローま
たは経済的便益をもたらすという資産の要件を満たさないおそれがあることから、ある価
値としてオンバランスするための要件として識別可能性が重視されていると考えられる。
以上から、識別可能性を満たすためには、資産が将来のキャッシュ・インフロー獲得に貢
献することが明らかでなければならないことがわかる。 
また、「識別可能性」は、端的にいえばのれんと区別することである。このことを説明す
                                                  
47広瀬義州・間島進吾【2000】 
48藤田晶子 【2001】 
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る定義がある。「資産を内部で創出した場合に、それらから生じる特殊な将来の経済的便益
がのれんから生じる将来の経済的便益と明確に区別することが可能であれば、その資産は
識別可能である49」。 
以上の定義から、その資産から生じる特殊な将来の経済的便益がのれん50から生じる将来
の経済的便益と明確に区別することが求められるがわかる。以上二つの定義を参照したう
えで、それぞれの要素を組み合わせると以下のようなことがいえるのではないか。 
「識別可能性」とは、将来キャッシュ・インフロー獲得に貢献できることが明らかであ
り、かつ、その資産から生じる将来の経済的便益とのれんから生じる経済的便益を明確に
区別できることである51。 
ブランドの識別可能性に関して、「ブランドはのれんとは異なり、第三者に貸与してロイ
ヤリテイィを得ることもフランチャイズかすることも、売却することも可能である。その
意味で、将来のキャッシュ・インフロー獲得に貢献することが明らかであり、すなわちブ
ランドは識別可能である52。」との解釈がある。のれんは他の資産または他の現金生成単位
を処分することなく売却したり、交換したりすることも不可能である。このことからのれ
んとブランドの違いをあらわしたものである。 
しかしこの解釈では以下の問題点を指摘できる。自社利用などの他のケースについては
触れられておらず、一定の使用ケースをもって、ブランド全体の識別可能性があると判断
するのは妥当ではない。 
 また、自己創設ブランドの識別可能性について以下のようなことがいわれている。「自己
創設ブランドは将来、企業にも立たされるキャッシュ・インフローの見積が可能であり、
経済的便益がのれんから生じる経済的便益と区別できるので、識別可能である。その根拠
                                                  
49 この定義は IAS Exposure Draft60，1997，par13のものである。IASは改正されてこの文
言は現在しないが、「識別可能性はのれんと区別すること」という意味は変化していないと考え
る。よって筆者は「のれんと区別すること」を説明する定義としてこの文言を引用する。 
50 のれんについては、のれんの構成要素が企業にもたらすキャッシュ・インフローは企業及び
企業集団を構成するすべての要素から発生しており、かかるキャッシュ・インフローの獲得に対
するのれんの貢献を明確にすることは不可能であり、のれんを他の資産または他の現金生成単位
を処分することなく処分することは不可能である。よってのれんは識別不能である。のれんの資
産性は認められない。自己創設のれんを認識できないのはこの理由といえる。 
51 識別可能性の要素として、筆者は将来キャッシュ・インフロー獲得に貢献できることが明ら
かであることを求めた。ここで将来キャッシュ・インフロー獲得に貢献できることが明らかであ
ることは「経済的便益をもたらす蓋然性」の充足とも捉えることができる。以上から、筆者が考
える識別可能性の要件を満たす場合、「経済的便益をもたらす蓋然性」も充足されると捉えるこ
とができる。 
52 藤田晶子【2001】 
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としては、後述するコスト・アプローチやマーケット・アプローチ及びインカム・アプロ
ーチの方法測定の信頼性のある測定が可能だから識別可能53」というものである。 
しかしこの場合に、以下のような問題点が指摘できよう。測定の信頼性を前提として考
え方であり、信頼性を確保できない場合、区分に疑念を持たれ、識別可能性に問題が生じ
る可能性がある。また、そもそも将来のキャッシュ・インフローの見積が可能な根拠が明
確ではない上に、将来の経済的便益の獲得の根拠が示されていない。 
 以上、2 つの解釈をみたが、どちらもすべての自己創設ブランドは、「識別可能性」の要
件は満たすと述べているものの、問題点を指摘でき、一概にその解釈を受け入れることは
できない。 
ここで筆者からの提案であるが自己創設ブランドの使用目的を限定してはどうか。一つ
目の解釈で示したようにブランドは、のれんと違って、第三者に貸与してロイヤリテイィ
を得ることもフランチャイズ化54することも、売却することも可能である。これらの場合、
相対取引であるから、第三者との取引であることから将来のキャッシュ・インフロー獲得
に貢献することが明らかであり、かつ、その資産から生じる将来の経済的便益とのれんか
ら生じる経済的便益を明確に区別することが可能になると考える55。また、このケースにお
いては他の資産またはほかの現金生成単位を処分することなく、別途あつかえるといえよ
う。このことから、ある使用目的に自己創設ブランドを用いた場合、識別可能になると考
える。以下使用目的を示しておきたい。 
 
〈１〉 第三者に貸与（ライセンス）する目的 
〈２〉 フランチャイズ化する目的 
〈３〉 売却目的 
                                                  
53賈, 昕【2001】 
54 無形資産はフランチャイズ関連の資産に含められているといわれる。本稿では、あえて、フ
ランチャイズ関連の資産から無形資産を取り出して議論する。 
55 のれんと自己創設ブランドを概念的に区別しえたとしても、現実問題としてどこまでがのれ
んであり、どこまでがブランド化の線引きをすることはきわめて困難である。（例えば、企業ブ
ランドと企業ののれん価値の区分）しかし、ブランドの価値から限りなくのれんを排除すること
は可能だと考えられる。その方法としてはブランドを最小単位、例えば製品ブランドであるとか、
または製品ごとに測定困難である場合ではセグメント・ブランドなどの単位を機銃に認識するこ
とであり、もうひとつがブランドの構成要素を詳細に分析し、ここの無形項目を取得するのに要
した支出額を特定することである。（藤田晶子【2001】） 
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第 2項 認識要件の充足の可否 
 
オンバランスするための要件である「経済的便益をもたらす蓋然性」、「測定の信頼性」
を満たす必要がある。まず、「経済的便益をもたらす蓋然性」について検討する。自己創設
ブランドの全体を見た場合、自己創設ブランドから発生する経済的便益が不透明であるこ
とから、全体として「経済的便益をもたらす蓋然性」の要件を満たすと断言してしまうこ
とには問題があるだろう。しかし、この要件も自己創設ブランドの使用目的を限定するこ
とによって満たすことができるのではないかと考える。先ほど記述した〈１〉から〈３〉
の使用ケース、第三者に貸与、フランチャイズ化、売却する目的では、将来キャッシュ・
インフロー獲得に貢献できることが明らかだと考えられるから、期待される将来の経済的
便益が企業に流入する可能性が高いといえよう56。 
 
 
第５節 自己創設ブランドの測定の信頼性について 
  
自己創設ブランドを測定したとしても、その信頼性がない場合、その金額はオンバラン
スされるべきではないであろう。ただ、取引の相手方、第三者が存在する場合、信頼性は
確保できるのではないかと考える。前節までで、著者が掲げた自己創設ブランドの使用ケ
ース、第三者に貸与、フランチャイズ化、売却する目的の場合、取引の相手側には第三者
の存在が考えることができるから、「測定の信頼性」は確保されると考える。 
 
第６節 小括 
 
本章では、前章で導出した無形資産をオンバランスするための要件である「識別可能性」、
「経済的便益をもたらす蓋然性」、「測定の信頼性」に照らして、自己創設ブランドのオン
バランス化の検討をした。 
 第 2 節では、ブランドの定義、のれん・商標権との関係を明らかにし、のれんがブラン
                                                  
56 識別可能性を将来キャッシュ・インフロー獲得に貢献できることが明らかであり、かつ、そ
の資産から生じる将来の経済的便益とのれんから生じる経済的便益を明確に区別できることで
あると筆者は考えた。将来キャッシュ・インフロー獲得に貢献できることが明らか＝蓋然性の充
足と捉えることも可能である。 
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ドを包括する概念であることを確認した。 
第 3 節では、ブランドの経済的効果を明らかにし、ブランドから経済的便益が発生して
いることを確認した。 
第 4節では、自己創設ブランドをオンバランスするための要件である、「識別可能性」、「経
済的便益の蓋然性」、「測定の信頼性」に照らして自己創設ブランドのオンバランス化を試
みた。オンバランスできるかどうかの判断に際しては「識別可能性」がおおきな焦点にな
った。「識別可能性」は端的にいえばのれんと区別することである。「識別可能性」を満た
すためには、将来キャッシュ・インフロー獲得に貢献できることが明らかであり、かつ、
その資産から生じる将来の経済的便益とのれんから生じる経済的便益を明確に区別するこ
とが求められる。 
先行研究では、すべての自己創設ブランドは「識別可能性」を満たすという解釈がされ
ていた。しかし、筆者はその結論に対して疑問を感じた。すべての自己創設ブランドが将
来のキャッシュ・インフロー獲得に貢献することが明らかとはいえないからである。そこ
で、筆者は自己創設ブランドを使用する場合であれば、その分離も可能だと考えた。一定
の使用ケースとしては、【貸与、フランチャイズ、売却】の 3つの場合を掲げた。自己創設
ブランドの第三者に貸与、フランチャイズ化、売却する目的で使用する場合には、自己創
設ブランドを通じて将来キャッシュ・インフロー獲得に貢献できることが明らかであり、
かつ、その資産から生じる将来の経済的便益とのれんから生じる経済的便益を明確に区別
することができるのではないかと考えた。 
また、第三者に貸与、フランチャイズ化、売却する目的で使用する場合、「経済的便益を
もたらす蓋然性」「測定の信頼性」の要件も満たすと考えた 
以上により、現在オフバランスされている自己創設ブランドであっても、一部の使用す
る場合にかぎり「識別可能性」、「経済的便益の蓋然性」、「測定の信頼性」を満たすことで
オンバランスできるのではないかと考えた。 
次章以降においては、自己創設ブランドのオンバランスが可能という結論のもとでオン
バランスした際の影響を検討する。 
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第 4章 自己創設ブランドの取得原価の算定方法 
 
第 1節 はじめに 
 
本章以降では、自己創設ブランドのオンバランスが可能という結論のもとでオンバラン
スした際の影響を検討する。検討項目としては、自己創設ブランドをオンバランス化した
際の取得原価の算定方法、相手勘定である貸方項目の性質、及び一旦取得原価でオンバラ
ンスした自己創設ブランのその後の処理について検討する。まず、本章では取得原価の算
定方法を検討する。自己創設ブランドを含んだ無形資産において適用される一般的な取得
原価の算定方法57としては、コスト・アプローチ，マーケット・アプローチ，及びインカム・
アプローチがあげられる。これらのアプローチの概要を説明するとともに、メリット・デ
メリットをあげる、その上で、これらのアプローチによる会計処理を検討する。またコス
ト・アプローチとインカム・アプローチを組み合わせた方法も考えられることから、本方
法についても検討する。 
 
第２節 コスト・アプローチ 
 
 コスト・アプローチの典型的な方法として、原初測定のコスト・アプローチと再構築費
用によるコスト・アプローチの 2つがある。 
 原初測定のコスト・アプローチは研究開発、権利取得、維持など無形資産を保有するに
至るまでに費やした過去の費用を足し合わせたものが、当該無形資産の資産価値であると
する考え方をベースとする考え方をベースとする価値評価方法である。 
 一方で、再構築費用によるコスト・アプローチとは、評価しようとする無形資産を、再
                                                  
57 無形資産の取得原価の算定方法として、一般的な方法である、コスト・アプローチ，マーケ
ット・アプローチ，及びインカム・アプローチが存在する。しかし上記以外の測定方法として、
近年、ブランドの測定に関する方法がいくつか公表されている。具体的には、経済産業省が発表
した「ブランド価値評価モデル」，インターブランド社が提示している「ブランド利益乗数法」，
日本経済新聞社と伊藤邦雄氏との協議で開発された「ＣＢバリュエーター」などである。ただ、
これらの測定方法は近年できたことを加味し、本稿の検討では従来から存在する測定方法のみを
検討するにとどめた。なお、これら新しい測定方法は、補論で対応したいと考える。なお、補論
の記載について「ブランド価値評価モデル」は補論 2，「ブランド利益乗数法」は補論 3，「ＣＢ
バリュエーター」は補論 4で対応したい。また、上記以外にもブランドの測定方法が存在する
ことからその点については補論 5で補足したい。 
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度作成すると仮定した場合には必要なコストを当該無形資産の価値であるとする考え方で
ある。 
 無形資産、一般にコスト・アプローチのメリットとしては、算出される資産価値の客観
性が高く、かつそのデータが極めて入手しやすいことと取得原価主義との整合する可能性
が高いということがあげられる。一方、デメリットとしては無形資産の価値金額と実際の
投資金額の間に大きなギャップがあるケースの存在すること、すべての企業の無形資産に
関する投資は同等に評価されてしまうことがあげられる58。 
                                                  
58 ブランドにおける、コスト・アプローチの測定が困難であるといわれる。（藤田晶子【2005】）
以下参照したい 
まず一つ目の問題として、自己創設ブランドを生み出すのに要した支出が経常的かつ長期的に
わたるために、かかる支出額が特定の創作に費やされたとは考えにくいことから、企業全体の価
値、すなわち、自己創設のれんの価値を高めるために費やされたと考えられ、自己創設ブランド
に要した支出を特定できないのではとのことが示されていた。 
この問題点に対してはのれんとブランドの境界線をどこに引くのかという問題を解決してい
くという方向性で解決すべきではないか。会計上、認識・測定できるブランド概念を明確にする
とともに、その構成要素を詳細に分析し、どの支出がどの構成要素の創設または増価につながる
のかを示しておくこと。経常的かつ長期的支出であったとしても、特定の要素を創設または増価
するための支出であることを明確にできればかかる問題点は解決できるものであるとしている。 
次に二つ目の問題として自己創設ブランドに係る支出の中には、人件費や広告宣伝費などのよ
うに支出と同時にその役務を費消し、時期以降のためにこの役務を蓄積できない性質ものがある
ということである。 
この問題点対しては労働という役務を労働というかたちで蓄積することはできないが、労働とは
異なる形、すなわち、経験やノウハウ、さらには企業文化、知的所有権というかたちで蓄積する
ことができるのではないかということがいえることから。人的資本は構造的資本及び顧客資本を
生み出す核の役割を果たしており、人的資本に係る支出によって得られた価値が企業内に蓄積で
きない性質のものであったとしても、当該価値が費消される過程で新たに異なる性質の価値、し
かも蓄積できる価値を生み出されていると考えることができる。同様に広告宣伝費についても、
たとえコマーシャルなど広告宣伝に係る支出によって得られた価値が企業内に蓄積できない性
質のものであったとしても、当該価値が費消される過程で新たに異なる性質の価値、すなわち消
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以上のようなコスト・アプローチの概要を参照した上で、自己創設ブランドをオンバラ
ンスした際のコスト・アプローチの会計処理を検討する。検討に際して自己創設ブランド
に対してかかる支出の大まかな区分けをしたい。自己創設ブランドに対してかかる支出を
大まかに分けた場合、ブランド開発に係る支出とブランド維持に係る支出の 2 つになる。
そこで本稿では、ブランドを開発に係る支出については、「ブランド開発支出」とし、ブラ
ンド維持に係る支出については「ブランド維持支出」としたい。ただ、「ブランド開発支出」
と「ブランド維持支出」を分けることはブランド概念を整理し、ブランドを構成する様々
な要素について分析を行ったうえで、これら諸要素を創設する煮に要した支出、例えば、
商標権の取得及び防衛に係る支出、製品開発にかかる支出、熟練スタッフ養成に係る支出、
イメージ維持のための広告宣伝に係る支出などにもとづいて分別すればいいのではないか
と考える。しかしながらその実効性については未だ解決にいたらないことから今後の検討
課題であると考える。 
以上を踏まえた上で、「ブランド開発支出」と「ブランド維持支出」を分けることを前提
に「ブランド開発支出」を対象にコスト・アプローチを検討したい。 
「ブランド開発支出」をコスト・アプローチにもとづき、自己創設ブランドの資産性の有
                                                                                                                                                  
費者サイドにおける製品の認知が生み出されているとしている。 
三つ目の問題点としてたとえ、蓄積できる性質の支出であったとしても、将来、企業にとって
経済的便益となりえるかどうかが不確実であることであるが示される。 
この問題点に対しては仮に創作に要した支出が将来、企業にとって経済的便益となりうるこ
とが不確実であったとしても、将来にわたって経済的便益を創出することを期待して支出したの
であるから無形資産として認識・測定することは可能ではないかとしている。 
全体の解決策としては自己創設ブランドを測定する場合には、ブランド概念を整理し、ブラン
ドを構成する様々な要素について分析を行ったうえで、これら諸要素を創設する煮に要した支出、
例えば、商標権の取得及び防衛に係る支出、製品開発にかかる支出、熟練スタッフ養成に係る支
出、イメージ維持のための広告宣伝に係る支出などにもとづいて自己創設ブランドを原初測定す
ればよいのではないかということが示されていた。 
 また、全体の解決策としては自己創設ブランドを原初測定する場合には、ブランド概念を整
理し、ブランドを構成する様々な要素について分析を行ったうえで、ブランドに対する支出を分
析すれば、コスト・アプローチは適用可能だとの考えが述べられていた。 
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無が決定するまでの間、いったん「ブランド開発仮勘定」という仮勘定項目に集計してお
く。これは、「ブランド開発支出」はなされたものの、そのブランド開発が成功するか、失
敗するかが未だ判明していない（ブランドの資産性が確立されていない）ために行われる
暫定的な処理であり59、「ブランド開発支出」して支出されたとき、その支出の効果は不確
定であるからにほかならないからである。 
 その後、ブランド開発に成功した場合には、成功が判明した時点で、「自己創設ブランド」
として資産計上する。つまり、当該仮勘定から適切なブランド（資産）勘定へ振り替える
のである。一方、ブランド開発に失敗した場合には、失敗が判明した時点で、その「ブラ
ンド開発仮勘定」から「ブランド開発損失」などの損失（または費用）の勘定へ振り返る
処理を行うことになるわけである。ただ、ブランド開発に成功したか（資産性が確立した
か）、あるいはブランド開発に失敗したか（資産性を確立できなかったか）を明確に識別す
るいくつかの客観的判断基準が問題になるであろう。その際はブランド開発に成功したと
きはそのブランドの価値がそれに対応するブランド仮勘定を上回っている状況を想定すれ
ばいいのではないのか。または、ブランドの資産性が確立したときであるから、自己創設
ブランドをするための要件を満たしたときが判断基準になるではないかと考える60。 
以上を踏まえた上で、以下のような会計処理が考えられよう6162。 
 
会計処理 
ブランド開発支出がなされたとき 
（借）ブランド開発仮勘定 ×××／（貸）現金預金 ××× 
ブランド開発に成功したとき 
（借）ブランド      ×××／（貸）ブランド開発仮勘定 ××× 
 
                                                  
59 白石和孝【1997】 
60 実際に実行可能かどうか、未だ確認するにいたっていないことから今後の検討課題であろう。 
61 白石和孝【1997】 
62 また、過去の支出をブランドの資産性が認められたときにブランド勘定に遡及修正する考え
方も存在する。企業会計基準第 24 号「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準」におい
ては、会計方針の変更や過去の誤謬の訂正による場合には過去に遡及処理することを求めている
ものの、それ以外の場合には、過去に遡って処理せず将来に向けて処理するという考え方が採ら
れている。このような考え方に基づくならば、いったん費用計上したものについて事後的に資産
の定義に該当し、かつ認識要件を満たしたという会計事実の変化に対して、過去に遡って資産計
上する処理は行うべきではないとしている。（「無形資産に関する論点整理」） 
以上のことから、遡及修正してブランド勘定に振り返る考え方は取り下げる。 
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ブランド開発に失敗したとき 
（借）ブランド開発損失  ×××／（貸）ブランド開発仮勘定 ××× 
 
第３節 マーケット・アプローチとインカム・アプローチ 
 
まず、マーケット・アプローチから参照したい。マーケット・アプローチは対象となる
無形資産と類似比較可能な無形資産の独立第三者間における取引価格、ロイヤルティ料率
をはじめとする無形資産の使用に係る対価を参考として、無形資産の価値を算定する方法
である。メリットは、市場という第三者の取引を通じて、契約を得たあとに成立した実際
の取引価格を評価額とすることから客観性が高いことである。一方、デメリットとしては
対象となる無形資産と比較対象となる無形資産について、その性質や使用する状況等の無
形資産を特徴付ける要素について充分な比較可能性が求められるため、実務上適用が困難
な場面があることである。 
 
次にインカム・アプローチを参照する。インカム・アプローチは無形資産を使用するこ
とによって得られる将来の経済的便益を現在価値に換算しそれらの現在価値を合計するこ
とにより、無形資産の価値を算定する方法である。当該アプローチの適用にあたっては、
キャッシュ・フローの算出、および当該キャッシュ・フローを現在価値に割り引く際に用
いられる割引率をいかに適切に算出できるかがポイントとなる。メリットは無形資産が生
み出す将来利益に着目するという点で価値概念とはきわめて整合的であること。デメリッ
トは先ほど示したキャッシュ・フローの算出、および当該キャッシュ・フローを現在価値
に割り引く際に用いられる割引率予想などの予測が困難であること。もうひとつとして価
値が算出できたとしても、その数値の信頼性や安定性をどのように確保するかという点を
きちんと検討する必要であること、３つ目として方法がさまざま存在するということがあ
げられる。 
インカム・アプローチに含まれるさまざまな方法として、超過利益法、残存価値法、免
除ロイヤリティー法、リアルオプション・アプローチがあげられる。内容は以下の通りで
ある。超過利益法は無形資産そのものが生み出す超過利益の金額・期間・不確実性をそれ
ぞれ見積もり、当該無形資産の価値の測定する方法である。また残存価値法は企業が生み
出す将来利益をベースにした企業価値から有形資産などしかるべき金額を控除した残存価
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値を算出し、企業の保有する無形資産をしかるべきウェイトで割り当てる方法である。免
除ロイヤリティ法は無形資産の関与する売上高に適切なロイヤルティ率を乗じて算出した
ロイヤルティの現在価値を算出する方法である。リアルオプション・アプローチという方
法は、金融工学をベースに開発されたオプション理論を使って、無形資産の価値評価に用
いる。リアルオプション・アプローチにおいては将来利益の予測に確率論やオプション価
格理論を導入することで利益アプローチが想定する将来利益の予測シナリオを示し、イン
カム・アプローチより説得力と納得性を持たせようとしている。しかし、確率論やオプシ
ョン価格理論の導入により、モデルそのものが複雑化するという新たなデメリットを発生
させてしまった。 
５つの方法は一長一短であり、１つの方法に依存することは困難である。無形資産のタ
イプや評価目的に応じて、その評価方法を使い分けていくことが重要になるであろう。 
 以上、無形資産の評価方法をあげたが、ブランドにおいてはどのアプローチも可能であ
ろう。 
以上を踏まえた上で、マーケット・アプローチとインカム・アプローチの会計処理を検
討する。自己創設ブランドをオンバランスするタイミングとしてはブランド開発に成功し
たときが妥当であろう。ただ、ここでも、ブランド開発に成功したか（資産性が確立した
か）、あるいはブランド開発に失敗したか（資産性を確立できなかったか）を明確に識別す
るいくつかの客観的判断基準が問題になるであろう。その際はブランド開発に成功したと
きはそのブランドの価値がそれに対応するブランド仮勘定を上回っている状況を想定すれ
ばいいのではないのか。または、ブランドの資産性が確立したときであるから、自己創設
ブランドをするための要件を満たしたときが判断基準になるではないかと考える。また、
自己創設ブランドをオンバランスした際の相手勘定である貸方項目（評価換剰余金）の性
質については次章で検討する。以上を踏まえた上で、以下のような会計処理が考えられよ
う。 
 
 
ブランド開発に成功したとき 
（借）ブランド ××× ／評価換剰余金 ××× 
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第４節 コスト・アプローチとインカム・アプローチを組み合わせた方法 
 
本節では、コスト・アプローチとインカム・アプローチを組み合わせた方法について検
討する。 
本方法の一部のコスト・アプローチの算定部分としては、先ほど記述したコスト・アプ
ローチによる算定時の検討したとおりである。「ブランド開発支出」については自己創設ブ
ランドの資産性（将来の経済的便益）の有無が決定するまでの間、いったん「ブランド開
発仮勘定」にそれらのコストを集計しておく。 
 その後、ブランド開発に成功した場合には、成功が判明した時点で、コスト・アプロー
チからインカム・アプローチに切り替えを行い、「自己創設ブランド」として資産計上する
処理―つまり、当該仮勘定から適切なブランド（資産）勘定へ振り替えるとともに、コス
トと現在価値の評価差額をブランド（資産）勘定に追加計上し、同額を評価換剰余金に計
上する処理―を行う。評価剰余金の性質については次章において検討するものである。 
 一方、ブランド開発に失敗した場合には、失敗が判明した時点で、その「ブランド開発
仮勘定」から「ブランド開発損失」などの損失（または費用）の勘定へ振り返る処理を行
うことになるわけである。 
 したがって、この場合には、「ブランド開発支出」がなされてから失敗が確定するまでの
間、いわば、「損失の繰延」となり、その会計処理が遅れるとともに、一度に損失（または
費用）の処理がなされるならば、期間損益計算に隔たりが生ずる可能性がある。 
 しかし、自己創設ブランドの資産性（将来の経済的便益）の有無で成功か失敗かを判断
し、それにもとづいて企業の経済的現実を忠実に反映する会計処理を行う以上、この処理
は批判に耐えうるものであろう。もし、その「ブランド開発損失」が巨額に及び、負担が
あまりにも大きいということであれば、数年にわたる損失の負担が考慮されてもいいのか
もしれない。以上を踏まえた上で、以下のような会計処理が考えられよう 
 
 
会計処理 
ブランド開発支出がなされたとき 
（借）ブランド開発仮勘定×××／（貸）現金・預金××× 
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ブランド開発に成功したとき 
（借）ブランド     ×××／（貸）ブランド開発仮勘定 ××× 
                   評価替剰余金    ××× 
ブランド開発に失敗したとき 
（借）ブランド開発損失 ×××／（貸）ブランド開発仮勘定 ××× 
 
 
この方法による場合も、ブランド開発に成功したか（資産性が確立したか）、あるいはブ
ランド開発に失敗したか（資産性を確立できなかったか）を明確に識別するいくつかの客
観的判断基準が問題になるであろう。この問題に対しては、ブランド開発に成功したとき
はそのブランドの価値がそれに対応するブランド仮勘定を上回っている状況を想定すれば
いいのではないのか。または、ブランドの資産性が確立したときであるから、自己創設ブ
ランドをするための要件を満たしたときが判断基準になるではないかと考える。 
 
 
第５節 小括 
 
本章では、自己創設ブランドがオンバランスされた際の会計処理をより具体的に検討し
た。この際、コスト・アプローチ，インカム・アプローチ，マーケット・アプローチによ
る，コスト・アプローチとインカム・アプローチを組み合わせた方法を検討した。自己創
設ブランドをオンバランスした際、どのアプローチによる算定方法でも取得原価の算定は
可能であることがわかった。 
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第 5章 オンバランス化した際の貸方項目の性質 
 
第 1節 貸方項目の性質 
 
本章では、自己創設ブランドがオンバランスした際に相手勘定である貸方項目について
検討する。相手勘定である貸方項目としては資本、利益考えられよう。 
自己創設ブランドが間接的にも資本の投下により創設された資産と捉え、いまだ投下中
であるとの立場に立てば貸方側の相手勘定は資本として処理することが考えられる63。しか
し、この捉え方は、取得現価主義会計を立脚基盤とする現行の企業会計制度が採用してい
る資本の概念である名目資本概念と相容れない関係になるおそれがある。名目資本維持は
一般に企業に投下された資本の名目額を維持すべきとする考え方であり、新たな資本拠出
ではないかぎり資本が増加するのは適切ではない。したがって、無形資産の創造、自己創
設ブランドの創造によって借方項目が増加したとしても、それは新たな資本拠出ではない
ことから、資本として相手勘定として処理することは妥当ではなく、その際、利益が妥当
でだと考える。 
利益ととった場合、その性質が問題になるであろう。そこで、伝統的な会計の計算構造
を参照した上で、自己創設ブランドをオンバランスした際の利益の性質を検討する。伝統
的な会計の計算構造は基本的に原価－実現主義であり、資産の取得から売却までの保有期
間中に評価益を認識しない、つまり未実現利益を計上しない計算構造である。その目的と
しては投資―回収計算およびその差額としての利益計算であることに起因するものである。
また、実現利益の例外として、金融商品の時価評価などから生じる実現可能利益が存在す
る。以上より、投資－実現主義の計算構造では、投資－回収計算の結果たる実現利益と投
資－未回収の実現可能利益という 2つの種類の利益64が共存している。自己創設ブランドを
オンバランスした際の利益の性質は、以上で示した 2 つの利益に該当するのであろうか、
以下検討する。 
自己創設ブランドのオンバランスした際は、未実現利益を計上することになるから先に
記述した伝統的な会計の計算構造とは、相容れない事態になる。結果、自己創設ブランド
をオンバランスすることは、実現利益、実現可能利益、未実現利益という 3 つ種類の利益
                                                  
63 藤田晶子【2004】 
64 藤田幸男【1965】 
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が共存する結果を生み出すことになる。期間利益と自己創設ブランドをオンバランスする
ことにより生じる未実現利益を同じ区分で表示することは投資者の誤認をまねくおそれが
ある。そこで、自己創設ブランドをオンバランスすることにより生じる未実現利益と期間
利益とは違う区分での表示することによって投資者の誤認を避けることできるのではない
だろうか。自己創設ブランドをオンバランスすることにより生じる未実現利益を期間利益
と別途表示するのであれば、その他包括利益実現利益（OCI）が妥当だと考えられる。また、
その他包括利益（OCI）に計上したあとは、実現のたびもしくは一定期間にわたって実現利
益に振り替えることが、最も適当であると考える。ただ、実現のたび、あるいは一定期間
にわたって漸次、振り替えるタイミングについては未解決の問題である。 
 
第 2節 あるべき会計処理の検討 
 
 前節で、自己創設ブランドをオンバランスした際の相手勘定である貸方項目として、そ
の他包括利益（OCI）に計上することが妥当であるとした。そのことを踏まえて本節では、
自己創設ブランドの算定方法を考慮にいれ、筆者が妥当と考える自己創設ブランドがオン
バランスした際の会計処理を具体的な数値を使用しつつ示したいと考える。前章では、自
己創設ブランドがオンバランスされた際の会計処理としてコスト・アプローチ，インカム・
アプローチ，マーケット・アプローチによる，及びコスト・アプローチとインカム・アプ
ローチを組み合わせた方法を検討した。筆者はこれらのアプローチの中で、コスト・アプ
ローチとインカム・アプローチを組み合わせた方法が妥当な方法ではないかと考える。理
由としては以下の通りである。コスト・アプローチ単独である場合、「ブランド開発支出」
は反映できるけれど、ブランドの資産性が確立したとき、及び自己創設ブランドをするた
めの要件を満たしたときのブランドの価値を反映できない問題があるのではにないか。一
方、インカム・アプローチ，マーケット・アプローチによる場合、ランドの資産性が確立
したとき、及び自己創設ブランドをするための要件を満たしたときのブランドの価値を反
映できるが、「ブランド開発支出」は反映されない問題があるのではないか。 
以上のことから、両者のアプローチを相互補完するようなコスト・アプローチとインカ
ム・アプローチを組み合わせた方法が妥当な方法ではないかと考える。以下具体的な数値
を使用して会計処理を検討する。 
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①ブランド開発に係る支出が 100 なされたとして、ブランド開発成功した際のブランドの
価値が 150だとする。そのような場合以下のような会計処理を示すことができよう。 
 
ブランド開発支出がなされたとき 
（借）ブランド開発仮勘定 100／（貸）現金・預金 100 
 
ブランド開発に成功したとき 
（借）ブランド     150／（貸）ブランド開発仮勘定 100 
                 OCI          50 
 
 「ブランド開発支出」である 100 については自己創設ブランドの資産性の有無が決定す
るまでの間、いったん「ブランド開発仮勘定」に計上しておく。そして、ブランド開発に
成功した場合には、成功が判明した時点で、コスト・アプローチからインカム・アプロー
チに切り替えを行い、「自己創設ブランド」として 150計上する処理を行う。つまり、当該
仮勘定から適切なブランド勘定へ 100振り替えるとともに、コストである 100と現在価値
である 150の評価差額 50をブランド勘定に追加計上し、同額を評価換剰余金に計上する処
理を行うものである。評価剰余金の性質については前節で示したとおり、その他包括利益
（OCI）が妥当だと考える。 
 
②ブランド開発に係る支出が 100 なされたとして、ブランド開発成功した際のブランドの
価値が 80だとする。そのような場合以下のような会計処理を示すことができよう。 
 
ブランド開発支出がなされたとき 
（借）ブランド開発仮勘定 100／（貸）現金・預金 100 
 
ブランド開発に成功したとき 
（借）ブランド     80／（貸）ブランド開発仮勘定 100 
   ブランド開発損失 20 
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「ブランド開発支出」である 100 については自己創設ブランドの資産性の有無が決定す
るまでの間、いったん「ブランド開発仮勘定」に計上しておく。以上は①のパターンと同
じである。そして、ブランド開発に成功した場合には、成功が判明した時点で、コスト・
アプローチからインカム・アプローチに切り替えを行い、「自己創設ブランド」として 80
計上する処理を行う。ここで、①のパターンと違うのは、「自己創設ブランド」が「ブラン
ド開発仮勘定」を下回っていることである。つまり、当該仮勘定から適切なブランド勘定
へ 100振り替えるとともに、コストである 100と現在価値である 80の評価差額 20が発生
する。この評価差額 20 をどうするか。ここでは、期間費用だと考えて、「ブランド開発損
失」とするのが妥当だと考える。 
 
③ブランド開発に係る支出が 100 なされたとして、ブランド開発に失敗した際、そのよう
な場合以下のような会計処理を示すことができよう。 
 
ブランド開発支出がなされたとき 
（借）ブランド開発仮勘定 100／（貸）現金・預金 100 
 
ブランド開発に失敗したとき 
（借）ブランド開発損失 100／（貸）ブランド開発仮勘定 100 
 
ブランド開発に失敗した場合には、失敗が判明した時点で、その「ブランド開発仮勘定」
を「ブランド開発損失」に振り返る処理を行う。 
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第 6章 オンバランス後の会計処理 
 
第 1節 はじめに 
 
本章では、一旦取得原価でオンバランスした自己創設ブランドについて、その後の処理
を検討する。自己創設ブランドに通常、償却は必要とみなされているが、償却しない処理
も考えられるのではないか。各国会計基準の処理を確認しつつ、償却しない処理の合理性
を検討した。また、償却しない処理を選択した場合の減損処理も検討した。 
 
第 2節 各基準のオンバランス後の処理 
 
第 1項 日本基準 
 
①償却する処理について 
わが国の会計基準において、無形資産の原価償却方法としては、定額法、定率法、級数
法、生産高比例法をあげることができる。また、耐用年数は、当該資産について経済的に
使用可能と予測される年数であり、また残存価額は、無形資産の耐用年数到来時において
予想される当該資産の売却価格または利用価格から解体、撤去、処分等の費用を控除した
金額である。 
また、耐用年数、残存価額とも、各企業が当該資産の特殊条件を考慮して合理的に見積
りを行うべきものである。また無形資産としては、市場販売目的ソフトウェアの償却が挙
げられ、当該ソフトウェアの性格に応じて、見込販売数量にもとづく償却方法その他合理
的な方法により償却しなければならないとしている。自社利用のソフトウェアについては、
一般には、定額法による償却が合理的である。 
 
②償却しない処理について 
無形資産一般において国際的な会計基準のような耐用年数を確定できない場合の定めは
ない。ただ、法人税法においては電話加入権及び土地の上に存する権利（借地権）は減価
償却資産に該当しないものとしている。この場合は、会計実務上も、これらの無形資産に
ついては償却を行わない会計処理を採用している。 
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③減損処理について 
「固定資産の減損に係る会計基準」及び企業会計基準適用指針第 6 号「固定資産の減損
にかかる会計基準の適用指針」は固定資産を対象に適用されるものであるが、無形資産に
ついても適用される。「固定資産の減損に係る会計基準」では減損の兆候が認められた場合
には、帳簿価額と割引前将来キャッシュ・インフローを比較することにより、現存の判定
が行われる。減損の認識と判定された場合には帳簿価額と回収可能価額との差額を減損損
失として測定する。また、減損損失の戻入処理は認められていない。 
 
④開示について 
重要な会計方針として無形固定資産の減価償却方法を注記することが求められている。
また、重要な減損損失を認識した場合には、無形資産を含む固定資産について、減損損失
を認識した資産、減損損失の認識に至った経緯、減損損失の金額、資産のグルーピングの
方法、回収可能価額の算定方法等の事項について注記することとされている。さらに開示
制度上の要請として、会社法における計算書類に係る附属明細書において「有形固定資産
及び無形固定資産の明細」、金融商品取引法における財務諸表では附属明細表として「有
形固定資産等明細表」の作成が求められている。いずれも個別財務諸表に関するものでは
あるが、対象事業年度における科目ごとに固定資産の増減額及びその主要な内訳を示すこ
とになる。 
 
第 2項 国際財務報告基準 
 
①償却する処理について 
国際財務報告基準における取り扱いでは、無形資産の耐用年数が確定するまたは確定で
きないかを査定する。また、耐用年数を決定するに当たっては、耐用年数を判断するため
に、考慮すべき要因が詳細に列挙されている。（IAS38.par90） 
 
（１） 企業が予定する使用方法、及び他の管理チームによる資産の有効な運営の可能
性 
（２） その資産の典型的な製品ライフサイクル、及び同様の用途に供される同様の資
産の耐用年数の見積りに関して公表された情報 
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（３） 技術上、技術工学上、商業上またはその他の要因による陳腐化 
（４） 資産が操業されている産業の安定性、及び資産化から算出される製品またはサ
ービスに対する市場の需要の市場の需要の変化 
（５） 競争相手または潜在的な競争相手の予想される行動 
（６） 資産から期待される将来の経済的弁英沖を入手するために必要となる維持支出
の水準、及びその水準を達成するために必要な企業の能力及び意図 
（７） 資産を支配する機関、及び関係するリース契約の終了期限のような、資産の使
用に関するっ法的または同様な制限 
（８） 当該資産の耐用年数が、企業の他の資産に依存するか否か 
 
 
 耐用年数が確定できる無形資産は、当該資産の耐用年数にわたり、規則的に配分しなえ
ればないとし、償却は当該資産が使用可能となった時点から開始しなければならないとし
ている。また、適用する償却方法は、企業が消費すると予想されるパターンを反映しなけ
ればならないとしている。償却方法は定額法、定率法及び生産高比例法，様々な方法が使
用可能である、一方、当該パターンについて信頼性をもって決定できない場合には、定額
法を採用しなければならないとしている。さらに、残存価額の見積は処分により回収可能
な価額を基礎としている。なお、耐用年数の終了時点において、当該資産を第三者が購入
する約束がある場合を除き、ゼロと推定しなければならないとしている。 
 
②償却しない処理について 
 無形資産の耐用年数が確定できるか、または確定できないかを査定し、関連するすべて
の要因の分析のうえで、無形資産が企業に対して正味キャッシュ・インフローをもたらす
と期待される期間について予見可能な限度がない場合、当該無形資産の耐用年数は確定で
きないものとみなされなければならないとされおり、このような耐用年数は確定できない
無形資産は償却を行ってはならないとされている。 
IAS第 38号では、放送免許、空路権及び商標について、耐用年数を確定できない無形資
産とみなせる場合の具体例が紹介されている。また、2008年度アニュアルレポートにおい
て、耐用年数を確定できない無形資産の内容は、ブランドや商標であった。 
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③減損処理について 
耐用年数を確定できない無形資産は、IAS第 36号「資産の減損」に従い、当該資産の帳
簿価額と回収可能価額を比較することにより、①毎年及び②当該無形資産に減損の兆候が
ある場合はいつでも減損テストを行う必要があるとされている。帳簿価額が回収可能価額
より大きい場合、両者が減損損失となる。また、IAS第 36号では、一定のケースによる場
合には戻入処理が認めている。 
 
④開示について 
国際財務報告基準では、無形資産の種類ごとに自己創設無形資産とその他の無形資産に
分けて、以下の開示が求められている。 
 
（１） 耐用年数が確定できないか有限であるか、また有限である場合には、採用
ている耐用年数又は償却率 
（２）耐用年数を確定できる無形資産について採用する償却方法 
（３）期首及び期末の、償却費控除前帳簿価額及び償却累計額（減損損失累計額
との合計） 
（４）無形資産の償却額が含まれている包括利益計算書の項目 
（５）期首及び期末における、以下を示した帳簿価額の調整 
① 増加額。内部開発による増加額、個別の取得による増加額、及び企業結
合での取得による増加額を別々に表示する。 
② IFRS 第5 号「売却目的で保有する非流動資産及び非継続事業」に従っ
て、売却目的保有に分類されたか又は売却目的保有に分類された処分
グループに含まれる資産及びその他の処分 
③ 再評価から生じた当期中の増加又は減少、及びIAS 第36 号に従っての
他の包括利益に認識又は戻し入れた減損損失（該当する場合）に伴う
当期中の増加又は減少 
④ IAS 第36 号に従って当期の純損益に認識された減損損失（該当する場
合） 
⑤ IAS 第36 号に従って当期の純損益に戻し入れた減損損失（該当する場
合） 
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⑥ 当期中に認識された償却額 
⑦ 財務諸表の表示通貨への換算から生じた正味の換算差額、及び在外事業
体の財務諸表の企業の表示通貨への換算から生じた正味の換算差額 
⑧ 当期中の帳簿価額のその他の変動 
 
また、該当事項がある場合には、以下の開示が求められる。 
(1) 耐用年数を確定できないと査定した無形資産について、当該資産の帳簿価額
及び耐用年数を確定できないと査定した根拠となる理由。これらの理由を示す
際に、企業は耐用年数を確定できないと決定した際に重要な役割を果たした要
因を記述しなければならない。 
(2) 企業の財務諸表上、重要性のある個々の無形資産の詳細、帳簿価額及び残存
償却期間 
(3) 政府補助金を使用して取得し、かつ公正価値で当初認識した無形資産に関す
る以下の情報 
① これらの資産について当初認識された公正価値 
② 資産の帳簿価額 
③ 認識後の測定について、原価モデルと再評価モデルのいずれを用いるか 
(4) その権利が制限されている無形資産の存在及びその帳簿価額、並びに負債の
保証として担保となっている無形資産の帳簿価額 
(5) 無形資産の取得に関し約定した金額 
 
第3項 米国会計基準 
 
①償却する処理について 
 無形資産の耐用年数は、当該資産が企業の将来のキャッシュ・フローに直接または間接
に貢献すると予想さる期間とされ、その見積は以下のすべての関連する要員を基礎にしな
ければならないとしている。 
 
（１） 企業による当該資産の予測使用期間 
（２） 当該無形資産の耐用年数が関連するであろう他の資産または資産グループの予
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測耐用年数 
（３） 耐用年数を制限するであろう法的、規則的または契約上の規定（枯渇するもの
の採掘権等） 
（４） （更新または延長されることを支持する証拠があり、かつ更新または延長が現
存する条件及び状況の重要な変更なしに達成さえる限り）大きな費用なしに当
該資産の法的または契約上の使用可能年数の更新または延長を可能にする法的、
規則的または契約上の規定 
（５） （その産業の安定性、周知の技術進歩、規制環境の不確実性または変化をもた
らす法的行動、及び配給経路の予測される変更などのような）陳腐化、需要、
競争及び他の経済的要因の影響 
（６） 資産の期待される将来のキャッシュ・フローを入手するために必要となる維持
支出の水準（当該資産の帳簿価額に対して必要となる維持費の水準が重要であ
る場合、その資産の耐用年数は非常に制限されたものとなる。） 
 
 耐用年数が確定できていないと判断されない限りにおいて、認識した無形資産は、耐用
年数にわたって償却を行わなければならないとしている。また、無形資産が有限の耐用年
数を有するが、当該年数の性格な長さがわからない場合には、当該無形資産はその耐用年
数の最善の見積期間にわたって償却を行わなければならないとしている。また、償却方法
は、無形資産の経済的便益を消費しまたは使い果たす傾向を反映する必要性があり、信頼
性をもてない場合には、定額法を使用しなければならないとしている。さらには、償却を
行うべき無形資産の金額は、当該資産に当初割り当てた金額から、残存価格があればそれ
を控除した金額としなければならないとしている。 
 
②償却しない処理について 
法的、規則的、契約上、競争上、経済上、または他の要因が報告企業にとっての無形資
産の耐用年数を制限しない場合には、当該資産の耐用年数は確定できないとみなさなけれ
ばならないとしている。無形資産の耐用年数が確定できないと決定された場合では、その
耐用年数がもはや確定できない状態ではないと決定されるまで償却を行ってはならないと
している。 
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③減損について 
 
償却しない無形資産は、毎年あるいは、当該資産が減損したかもしれないことを示し事
象また状況の変化が起きた場合にはより高い頻度で、減損テストを行わなければならない
としている。減損テストは無形資産の構成価値と帳簿価額の比較により公正され、無形資
産の帳簿価額が公正価値を超える場合には減損損失は当該超過額に等しい金額として認識
される。また戻入処理することは認められていない。 
 
④開示について 
個別又は資産グループの一部として取得した無形資産について、取得年度の財務諸表注
記において、以下の開示が求められている。 
 
(1) 償却無形資産について 
① 各主要な種類ごとの取得金額及び取得金額総額 
② 合計及び各主要な種類ごとの重要な残存価額の金額 
③ 合計及び各主要な種類ごとの加重平均償却年数 
 IAS 第36 号では、当期中に実際に計上された減損損失又は戻入に関する開示及び、非償
却が前提とされているのれんと耐用年数を確定できない無形資産に関して毎年実施される
減損の判定に関する開示が求められている。 
(2) 非償却無形資産の主要な種類ごとの取得金額及び取得金額総額 
(3) 企業結合以外で、その年度に取得され、費用計上された研究開発のための資産の金額
及びその金額が含まれている損益計算書の項目 
 
 
 また、貸借対照表を開示する各年度の財務諸表又は財務諸表注記において、以下の開示が
求められている。 
(1) 償却無形資産について 
① 合計及び主要な無形資産の種類ごとの帳簿価額総額及び償却累計額 
② 当期の償却費総額 
③ 将来5 事業年度の各年の見積償却費総額 
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(2) 非償却無形資産について、主要な無形資産の種類ごとの帳簿価額及び帳簿価額総 
額。 
 さらに、無形資産に関連して認識した減損損失について、以下の事項の記載が求められて
いる。 
 
 
(1) 減損した無形資産の内容及び減損に至った事実及び状況 
(2) 減損損失の金額及び公正価値の決定方法 
(3) 減損損失が含まれている損益計算書又は活動報告書の項目 
(4) FASB-ASC Topic280「セグメント報告」（当初、SFAS 第131 号「企業のセグメント及
び関連情報に関する開示」として公表）の下で減損した無形資産が含まれるセグメント（該
当する場合） 
上記以外に、その期に費用計上した研究開発費の総額について、注記が求められ 
ている。 
 
第 3節 償却しない処理の検討 
 
ブランドに対する償却対しては以下のようなことがいわれる。 
「ブランドのような無形資産のような無形固定資産は償却されない。ブランドが維持され
るかぎりに、ブランドは価値をもちあるいは無限にその価値を増加する。年次償却は現実
を無視している65」また「償却の問題で無形固定資産と固定資産との取り扱いが矛盾してい
る66」 
また、2008年度アニュアル・レポートにおいて、耐用年数を確定できない無形資産の内
容は、主にブランドや商標に係るものであった。 
以上のことから、ブランドについては償却することは妥当ではないことが考えられ、償
却しない会計処理が考えられる。以下、ブランドを償却しない処理を検討する。 
我が国においては、適切な期間損益計算を行う観点から、取得した資産について使用期
間にわたり適切に費用配分することが重視されるため、償却を行わない処理は行われてこ
                                                  
65 高須教夫【1991】 
66 高須教夫 同上 
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なかった。また、償却を行わない無形資産となるか否かの判断基準に企業の恣意性が介入
することが懸念された。 
一方、国際的な会計基準においては、耐用年数を確定できない無形資産は減価償却をお
こなわないこととしている。国際財務報告基準では、当該資産を恣意的に算定した最長期
間にわたって償却をおこなうことは、表現の忠実性が確保されないと説明されている。ま
た、企業の実務において、耐用年数を確定できない無形資産として取り扱っているものが
ある事実を踏まえると、該当するケースは限られているが、このような場合に対応する定
めを置いておく必要があると考えられている。ただ、償却を行わない無形資産となるか否
かの判断基準に企業の恣意性が介入することが懸念されることからなんらかの基準を設け
る必要だと考える。 
耐用年数を確定できない無形資産に該当する場合の説例が国際財務報告基準に示されて
いる。それらの共通する性質を抜け出だして判断基準とすることが妥当だと考える。共通
する性質としては、ほとんどコストを掛けずに法律上の権利が更新できるなどにより予見
可能な長期間にわたって将来の正味キャッシュ・インフローに寄与し続けることが期待で
きることや、その無形資産を利用し続ける意図があり、その利用が現実的に可能であるこ
とをあげることができる。共通の性質をまとめると「企業経営に関するする法的、経済的
またはその他の要因の分析の結果、正味キャッシュ・インフローを伴う期間に予測可能な
限度がない場合」とあらわすことができる。以上のことから、償却を行わない無形資産と
なるか否かの判断基準としては、「企業経営に関するする法的、経済的またはその他の要因
の分析の結果、正味キャッシュ・インフローを伴う期間に予測可能な限度がない場合」の
具体的要件を定めることが妥当ではないかと考える。 
 
第４節 償却しない無形資産に対する減損処理の検討 
 
ブランド価値は顧客との関係から作り出されるものであるが、新技術に対応できず新製
品が不足するとか、競争相手の台頭で陳腐化リスクにさらされるとか、工場などでの事故
への経営者の対応能力のリスクが顕在化するなどにより、ブランドが毀損されて将来キャ
ッシュ・フローへの影響でるなど、特別な商品を除くとブランド資産は、絶えずリスクに
さらされている。企業の不祥事とその対応の仕方により一挙にブランド価値が0 に近くな
った事例は多い。最近では雪印や三菱自動車がその例である。そこでは無形資産の価値を
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大きく反映する株価は大きく下落し、固定資産や知財など一部の無形資産を除いて、保有
していた大きな無形資産の価値も0に至ることもある。以上のことから、ブランドに対する
急激な価値下落の存在がある。 
また、「ブランドの価値が減少するなら評価を切り下げるべきである67」といわれること
から、ブランドの減損を考える。ブランドは償却されないことを前提68として、本節では、
耐用年数を確定できない無形資産の際の減損の適用について検討する。減損の適用にあた
り償却を行う資産と同様、減損の兆候を認識した時点で減損処理することが処理とすれば
妥当であろう。ただ、減損の判断、減損テストをどうするかである。耐用年数を確定でき
ないことは、耐用年数が無限であることを意味するものではないとされ、一部無形資産は
耐用年数を確定できないことは、耐用年数が無限であることを意味するものではない。ま
た、一旦耐用年数を確定できないと判断したあとも、その状況が事後的に変わって有限と
判断されるに至っていないかの再検討の必要性があるといえる。以上のことから、償却を
行わない無形資産については減損の必要性を通常よりも高い頻度で検討することが必要に
なると考える69。 
   
第５節 小括 
 
本章としては、自己創設ブランドの借方項目のオンバランス後の測定について検討した。
2008年度アニュアル・レポートにおいて示されたように、国際会計報告基準を適用する欧
州企業において、実務上計上されている耐用年数を確定できない無形資産の内容は、主に
ブランドや商標に係るものであった。耐用年数を確定できない無形資産については、償却
しない方法が考えられるが、妥当であるか検討した。 
 無形資産が償却を行うとするが、耐用年数を確定できないと判断されるかぎりにおい
ては償却をしない処理は妥当であると考えた。ただ、この際、耐用年数が確定できないと
いうことが不明確であることから、「企業経営に関するする法的、経済的またはその他の要
因の分析の結果、正味キャッシュ・インフローを伴う期間に予測可能な限度がない場合」
                                                  
67 高須教夫【1991】 
68 根拠としては、前ページで示したとおり 
69 自己創設ブランドに対して減損会計を適用するという場合とのれんに対して減損会計を適用
する場合では同じような要件が必要になると考えるが、現時点で両者の違いは把握するにはいた
らなった。今後の検討課題であろう。 
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などの償却を免除するための具体的要件を定めることが必要になると考える。 
また、一部無形資産は耐用年数を確定できないことは、耐用年数が無限であることを意
味するものではない。また、一旦耐用年数を確定できないと判断したあとも、その状況が
事後的に変わって有限と判断されるに至っていないかの再検討の必要性があるといえる。
以上のことから、償却を行わない無形資産については減損の必要性を通常よりも高い頻度
で検討することが必要になると考える。 
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第 7章 おわりに 
 
 本章では第 2 章から第５章における検証を振り返りながら各章における結論について述
べる。 
 第 2 章では、現行の会計基準を参照して、取得の形態によって無形資産のオンバラン
スの要否が違っていることを確認した。次いで無形資産の定義、認識要件からオンバラン
スできるかどうか判断するための要件を導出した。その結果、無形資産をオンバランスす
るためには「識別可能性」・「経済的便益の蓋然性」・「測定の信頼性」といった要件を満た
す必要があるとわかった。 
第 3章では、オンバランスできるかどうかの判断に際しては、「識別可能性」が大きな焦点
になる。「識別可能性」は端的にいえばのれんと区別することである。「識別可能性」を満
たすためには、将来のキャッシュ・インフロー獲得に貢献することが明らかであり（＝蓋
然性の充足）、かつ、その資産から生じる特殊な将来の経済的便益がのれんから生じる将来
の経済的便益と明確に区別できることが求められる。 
この点、すべての自己創設ブランドから生じる将来の経済的便益を明確に分離することは
困難だと考えるが、筆者は自己創設ブランドを使用する場合であれば、その分離も可能だ
と考えた。一定の使用ケースとしては、【貸与、フランチャイズ、売却】の 3つの場合を掲
げた。かかる場合、自己創設ブランドを通じて将来のキャッシュ・インフローの獲得に貢
献することが明らかであり、自己創設ブランドから生じる特殊な将来の経済的便益がのれ
んから生じる将来の経済的便益と明確に区別することが可能ではないかと考えられる。以
上から、自己創設ブランドが【貸与、フランチャイズ、売却】目的で用いられる場合、「識
別可能性」の要件を満たすと考える。また、この使用目的を【貸与、フランチャイズ、売
却】とした場合、将来のキャッシュ・インフロー獲得に貢献することが明らかと考えられ
るため、「経済的便益をもたらす蓋然性」も満たし、また、第三者との間の取引が想定され
ることから「測定の信頼性」という要件も満たすと考える。以上、【貸与、フランチャイズ、
売却】目的の自己創設ブランドはオンバランスの要件である「識別可能性」、「経済的便益
をもたらす蓋然性」、「測定の信頼性」のすべてを満たすと考えられるため、この場合、自
己創設ブランドであってもオンバランスが可能であると結論づけた。ただ、【貸与、フラン
チャイズ、売却】目的の自己創設ブランドが実際に存在するのかということは未だ確認す
るに至っていない。また、本稿では、自己創設ブランドのみのオンバランス化を検討した
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が、他の自己創設無形資産のオンバランス化の可能性は検討できていない。さらに自己創
設ブランドがオンバランスできるという結論を導いたものの、その結論が与える影響も検
討できていない。いずれも今後の検討課題であろう。 
第 4 章以降においては、自己創設ブランドのオンバランスが可能という結論のもとでオン
バランスした際の影響を検討した。 
第 4章では、自己創設ブランドをオンバランス化する際の取得原価の算定方法を検討した。
無形資産一般的な取得原価算定方法としては、コスト・アプローチ，マーケット・アプロ
ーチ，及びインカム・アプローチがあげられる。これらのアプローチによる処理を検討す
るとともに、コスト・アプローチとインカム・アプローチを組み合わせた方法もあわせて
検討した。どのアプローチによる会計処理も可能であることがわかった。 
第 5 章では、自己創設ブランドをオンバランス化した際、相手勘定である貸方項目の性質
について検討した。自己創設ブランドをオンバランス化した際、相手勘定である貸方項目
の性質としては資本と利益が考えられる。自己創設ブランドを間接的に資本の投下により
創設された資産と捉え、いまだ投下中であるとの立場に立てば貸方側の相手勘定は資本と
いえよう。しかし、自己創設ブランドの創設による増加は、新たな資本拠出でできたもの
でないことから資本とするのは妥当ではなく、利益と考えられる。その際、自己創設ブラ
ンドをオンバランスした際、未実現利益を計上することになると考えられる。とすれば、
この未実現利益を期間利益に反映するのは妥当ではない。期間利益と別途表示するのであ
れば、その他包括利益（OCI）に計上することが妥当ではないかと考える。また、その他包
括利益（OCI）に計上したあとは、実現のたびもしくは一定期間にわたって実現利益に振り
替えることが、最も適当であると考える。ただ、実現のたび、あるいは一定期間にわたっ
て漸次、振り替えるタイミングについては未解決の問題である。 
第 6 章では、一旦取得原価でオンバランスした自己創設ブランドについて、その後の処理
を検討した。自己創設ブランドに通常、償却は必要とみなされているが、償却しない処理
も考えられるのではないか。各国会計基準の処理を確認しつつ、償却しない処理の合理性
を検討した。また、償却しない処理を選択した場合の減損処理も検討した。自己創設ブラ
ンドに通常、償却は必要とみなされているが、ここでは償却しない処理も検討対象として
いる。企業の実務において、ブランドは耐用年数を確定できない無形資産として取り扱わ
れているという事実を踏まえると、該当するケースは限られているが、償却を行わないこ
とが妥当だと考えられるケースもありうる。ただ、この際、耐用年数が確定できないとい
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うことが不明確であることから、「企業経営に関する法的、経済的またはその他の要因の分
析の結果、正味キャッシュ・インフローを伴う期間に予測可能な限度がない場合」などの，
償却を免除するための具体的要件を定めることが必要になると考える。 
また、一部無形資産は耐用年数を確定できないことは、耐用年数が無限であることを意
味するものではない。また、一旦耐用年数を確定できないと判断したあとも、その状況が
事後的に変わって有限と判断されるに至っていないかの再検討の必要性があるといえる。
以上のことから、償却を行わない無形資産については減損の必要性を通常よりも高い頻度
で検討することが必要になると考えられる。 
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補論 1 ＲＨＭ社の事例 
 
イギリスの大手総合食品メーカーのランクス・ホーヴィス・マクドゥーガル社（以下Ｒ
ＨＭ社）は 1988年 9月 3日の連結貸借対照表に自社所有のすべてのブランドの価値を 6億
7800万ポンドと評価してオンバランスした。この際、ＲＨＭ社は買収ブランドだけではな
く自己創設ブランドについてもオンバランスした。当時、初めて「ブランド」という勘定
科目を用いて貸借対照表の蘭に計上したという意味において、きわめて斬新かつ画期的な
出来事であった。ＲＨＭ社が買収ブランドともども自己創設ブランドをオンバランスした
理由として、買収か生じるのれんを減額するため、また同一市場で営業活動している企業
間比較を一層改善するため、ギアリング比率を低下させることによって資金調達をより容
易にするため、および買収の相対的重要性に関する証券取引所のテストのための資産とし
てブランドが含められている基準を提供するためであることを説明している。 
では、何故にこのような会計処理が可能であったのであろうか。英国では、会社法におい
て､財務諸表作成の最優先原則となっている｢真実かつ公正な概観｣という用語のみが本法
の中に盛り込まれ、具体的な会計規定は頻繁な改正を予想して附則の中に設定されている。
第５次総括法である1985年会社法の第228条第２項によれば､｢貸借対照表は期末現在にお
ける会社の業績状態に関して真実かつ公正な概観を、損益計算書は会計期間の会社の損益
に関して真実かつ公正な概観を表示しなければならない｣と規定するにとどまっている｡会
社の取締役は､｢真実かつ公正な概観の最優先｣を楯に、成文化された会計規定から離脱する
こともできる70。ＲＨＭ社の場合、当該会社のより現実的な価値を提示するために、買収ブ
ランドばかりではなく自社開発ブランドを無形固定資産としてオンバランスしたのである。 
 また、ＲＨＭ社は自己創設ブランドの評価については、市場価値で評価するのではなく
ブランド・コンサルタント会社のインターブランド・グループ社と共同開発した評価方法
である利益倍数システム71により、いわゆる現在価値で評価した。なお、この現在価値は毎
                                                  
70英国の会社法においては、財務諸表による「真実かつ公正な概観」の表示が最優先原則として
位置づけられるとともに､財務諸表に｢真実かつ公正な概観｣を付与するためには会計規定からの
離脱が正当化されている。その当時の会社法第 226 条第１項(５)は､次のように規定する。「特
定の状況において､当該規定の準拠が真実かつ公正な概観を付与する要請と一致しない場合には、
真実かつ公正な概観を示すのに必要な範囲内で取締役はその規定から離脱しなければならない｡
離脱の明細、その理由及び影響を計算書類の脚注に記載しなければならない。」 
71 利益倍数システム（利益倍数法）別名インターブランド・アプローチについては補論で取り
扱う。 
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年見直され、体系的な償却は行われなかった。こうしたＲＨＭ者の会計処理に基づく財務
報告に対して当時の会計監査人は真実かつ公正な概観を示すものとして賛意を表した。 
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補論 2 ブランド価値評価モデル 
 
「ブランド価値評価モデル」は経済産業省ブランド価値評価研究会が2002に発表した「ブ
ランド価値研究会報告書」で考案されたモデルである。 
本評価モデルでは、貨幣額で測定できる経済事象だけを対象とする企業会計の見地から、
測定の信頼性を欠く定性要因を一切排除し、有価証券報告書で公表された過去の財務デー
タをベースに「ブランド価値」を定量的に評価するというアプローチがとられている。具
体的にはブランド評価にあたっては評価対象を販売活動に関するものに限定し、特許やノ
ウハウ、従業員のモラールなど生産関係の知的資産は直接の評価対象とはしていないもの
である。また、ブランド価値を考える場合にコーポレート・ブランドとプロダクト・ブラ
ンドとがあるが、本評価モデルでは、コーポレート・ブランド とプロダクト・ブランド の
間には相互補完関係が存在し、この 2 つに区分して評価することはできないとの立場がと
られている。 
本評価モデルでは、ブランド価値を「価格優位性（プレステージ・ドライバー：PD）」、
「安定的な顧客（ロイヤルティ・ドライバー：LD）」、「拡張力（エクステンション・ドライ
バー：ED）」の３つのファクターをドライバーとする関数として捉える。概念的には売上
原価率や広告宣伝費など基礎的な財務数値の過去データからブランドに起因する将来キャ
ッシュ・フローの期待値を求め、これを現在価値に割引いたものに顧客の安定性や成長性
のファクターを織り込むための係数を掛けてブランド価値を求めるというものである。 
 
 
ブランド価値＝PD／r×LD×ED r：割引率 1 
 
PD=超過利益率×ブランド起因率×当社売上原価 
＝｛（当社売上高／当社売上原価－基準企業売上高 2／基準企業売上原価）×当社ブランド
管理費用(広告宣伝費 3 )比率 の過去 5 期平均｝×当社売上原価 
 
LD=(売上原価の過去 5 期平均－売上原価の標準偏差)÷売上原価の過去 5 期平均 
ED＝海外売上高成長率と本業以外のセグメント売上高成長率の平均 
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以下、各ドライバーを参照したい 
（１）プレステージ・ドライバー（PD) 
プレステージ・ドライバー は価格優位性を示すドライバーである。ブランドに価値があ
るのであれば、品質及び機能がまったく同一のノンブランド商品と比較してブランド商品
のほうが高い価格で販売できることになる。この点に着目し、価格優位性によって得られ
る現在及び将来のキャッシュ・インフローの増加額を算定しようとするものである。以下
算定式の説明である。超過利益率は売上原価の 1 単位あたり売上高を基準企業と比較して
求める。超過利益率にはブランド価値以外の製造ノウハウや販売力なども反映されている
から、ブランド管理費用が営業費用に占める割合であるブランド起因率を掛けることでブ
ランドに起因する部分を計算する。この計算によって求められたブランドに起因する超過
利益の過去 5 期の平均値に直近期の売上原価を掛けたものがプレステージ・ドライバーと
なる。 
（２）ロイヤルティ・ドライバー（LD) 
ロイヤルティ・ドライバーはブランドに対するロイヤルティの高さを示すドライバーで
あり、その企業が安定的な顧客を抱えているかどうかを反映するものである。ロイヤルテ
ィの高い顧客が存在すれば、長期的に安定した販売量を確保でき、現在及び将来のキャッ
シュ・フローの安定的かつ確実な増加をもたらすと考える。以下算定式の説明である。売
上原価の過去 5 年間の平均値から標準偏差を差し引いたものを、売上原価の過去 5年間の
平均値で割ることで求められる。仮に過去 5 年間売上原価が同一であればロイヤルティ・
ドライバーは１で最大となる。 
（３）エクステンション・ドライバー（ED） 
ステータスの高いブランドは、本来の業種または本来の市場にとどまらず異業種や海外
市場に進出する可能性があると評価できる。ブランドの成長力、展開力を算定しようとし
ている。ブランドの拡張力または展開力が高ければ、現在及び将来のキャッシュ・インフ
ローの増加をもたらすと考えられる。エクステンション・ドライバーは有価証券報告書の
「セグメント情報」で開示されるデータをもとに計算される。 
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補論 3 ビジネスウィーク・トップブランド・ベスト 100（インター
ブランド・アプローチ） 
 
ビジネスウィーク・トップブランド・ベスト 100 とは、インターブランド社が全世界に
向けて、毎年ビジネス・ウィーク上で、世界のブランドの価値を USドルでまとめたもので
ある。 ここで評価されるブランドは、飲食業、電気製品、食料品メーカーなど、種別を問
わずに選ばれている。インターブランド社はブランドを評価するに際して、利益乗数法を
採用している。通称、インターブランド・アプローチの概要は以下の通りである。インタ
ーブランド・アプローチは、ブランド力乗数とブランド利益を利用してブランド価値を評
価しようとするものである｡ブランド力乗数は、以下の式で与えられる。 
 
ブランド力乗数＝_ブランドの評価価値_ 
ブランドの純利益 
上の式からもわかるように、ブランド力乗数とブランドの純利益がわかれば、ブランド
の評価価値が求められる。ブランドの純利益を求めるためには、まず過去数年のそのブラ
ンドの営業利益を平均し､利益の平準化を図る。そして平均的ノンブランド商品の投資利益
率にそのブランド事業への投資額をかけて求めた金額を平均営業利益から引き、さらにこ
れを税引き後の金額に直してブランドの純利益を求める。ブランド力乗数は、まずブラン
ド力をスコア化し、インターブランド社の開発したカーブを用いてその利益倍数を求める
というかたちで算出される。例えば、ブランドスコアが 60 のときには利益倍数は 10 とい
うことである。一方で、ブランドスコアは、7つの構成要素のブランド力を点数化し、独自
のウェイト配分法で合計したものである。７つの構成要素は、それぞれ主導性、安全性、
市場性、国際性、方向性、サポート性、法律性である。しかし、このブランドスコアの算
出方法については公表されていない。このブランド力乗数（利益倍数）とブランドの純利
益によって、ブランドの評価価値が求められる。このインターブランド・アプローチによ
るブランド価値の評価方法は算出方法にブラックボックスとなっている部分が存在し、客
観的な評価方法とは言いがたい。また算出方法が公表されると、その算出方法による評価
価値を上げようとする機会主義的な行動を引き起こすことも考えられる。このように、ブ
ランド資産の価値を評価しようという試みは、いまだに十分なものとはいえないと考えら
れる。 
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補論 4 コーポレート・ブランド（CB）バリュエーター 
 
CB バリュエーターモデルは一橋大学伊藤邦雄教授と日本経済新聞社が共同で開発した
モデルである。CBを企業そのもののブランドとして、人々がその企業に対して抱くイメー
ジを決定づける無形の個性と定義している。そして、コーポレート・ブランド価値の構成
要素として企業理念・価値観、顧客価値、株主価値、従業員価値を挙げている。価値を構
成する考え方として、コーポレート・ブランドに企業理念・ビジョンを象徴させて、コー
ポレート・ブランドを基軸とした仕組み・仕掛け作りを通じて顧客価値・従業員価値・株
主価値の最大化を目指している。また、顧客起点のバリューチェーン・活力や結力・利益
シェア向上により、顧客満足・従業員満足株主満足の最大化を目指すものと考えている。 
CB バリュエーターは① CB スコア② CB 活用力③ CB 活用機会の三要素から構成さ
れている。この方法は、企業の主たるステークホルダーである顧客、従業員、株主それぞ
れから見たブランドイメージを総合的に捕らえ、CB スコアという一つの指標にまとめたも
のである。 
CB スコアは、当該企業ステークホルダーに対してもどれほど優れた企業イメージを植え
つけられているかを表す総合指標である。つまり、優良な顧客・従業員・株主をどれほど
多く長期間惹きつけ、繋ぎとめられるかという指標であり、顧客スコア、従業員スコア、
株主スコアから構成されている。各スコアはこれまでのブランド論で重視されてきたプレ
ミアム、認知、忠誠の 3 軸をベースに指標化を行うものである。また、プレミアムは企業
ブランドに惹きつけることができているステークホルダーの質、認知はその量、忠誠はひ
きつけることができる期間やその成果のボラティリティを象徴するものである。なお、各
スコアの算出式は以下のとおりである。 
 
顧客・従業員・株主スコア＝プレミアム指標×認知指標×忠誠指標 
 
各スコアの算出にあたって使用するデータは日経企業イメージ調査、日経就職企業イメ
ージ調査、日経働きがい・ゆとり調査の内容と、アナリスト・有識者へのヒアリングなど
があげられる。プレミアムは財務データ、認知と忠誠は企業イメージ調査を軸に算出され
る。 
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各指標は業界をサンプルとする標準化変量をベースにしている。顧客スコアではプレミ
アム指標に売上高営業利益率を採用した。これは顧客プレミアムが高いほど、価格プレミ
アムが高くなるという想定に立っているためである。また、認知指標には好感度を採用し
ている。これは、当該指標と売上高規模との関連性が高かったためであるといわれる。つ
まり、人々に好感を持たれている企業ブランドは、売上高規模も大きくなっていると考え
られる。忠誠指標は、忠誠度の高さを表す財務諸表（たとえば売上・利益・売上利益率や
その変動など）と相関の高い企業イメージデータを指標化して測定する。算出された顧客
スコア、従業員スコア、株主スコアそれぞれを加算して CB スコアを算出する。 
 
CB スコア＝顧客スコア+従業員スコア+株主スコア 
 
ここで注意すべきことは、CB スコアが高くてもコーポレート・ブランド価値が高いとは
限らないことである。つまり、一定の CB スコアをキャッシュフロー（利益）に結びつけ
る能力が低ければ、コーポレート・ブランド価値は増大しない。コーポレート・ブランド
価値は CB スコアのみならず、それをキャッシュ・フローに転換する能力に依存するとい
える。これを「CB 活用力」と呼ばれる。 
CB 活用力とは、CB をキャッシュ・フローに転換する能力である。CB 活用力は以下の
2つのファクターによって規定されている。ひとつは事業資産営業利益率（ROA）の水準、
もうひとつは ROA と CB スコアの関連性の高低である。オフバランスの CB を効果的に
利用できている企業ほど ROA が高いという観点から ROA による評価を指数化して算出
される。 
第 2 の ROA－CB スコアの関連性については、過去の長期間のデータをものに算定され
る。コーポレート・ブランドの魅力の増減が ROA の上昇・低下に結びつく程度が高いとい
うことは、コーポレート・ブランドの魅力を資本効率ないしキャッシュ・フローの創出に
効果的に結びつけることができていることを意味するものである。CB スコアとの関連性を
調べ、CB をキャッシュ・フロー創出に効果的に結びついている企業を高く評価する。CB 活
用機会とは CB をキャッシュ・フローに転換する事業機会である。これは各業界で同じ値
となると考える。 
無形資産（株式時価総額－BS 上の純資産）、CB スコア、CB 活用力を回帰分析して総
合的に CB 価値を算出する。 
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CB スコアをコーポレート・ブランド価値に転換するためのもうひとつの要素を算出する。
CB スコア、CB 活用力が高くてもコーポレート・ブランド価値が高いとは限らない。コー
ポレート・ブランドをキャッシュ・フローに転換するための事業機会が、業界ごとに異な
るためである。こうした機会は「CB 活用力機会」と呼ばれる。CB活用機会は各業界で同
じ値となる。最終的に回帰分析を通じて企業の無形資産（＝株式時価総額―バランスシー
ト上の純資産）と CB スコア、CB 活用力の関連性からコーポレート・ブランド価値を推
定するアプローチととる形になる。当該 CB 活用機会は、この回帰分析を通じて算出され
る（具体的には CB 活用力による調整後 CB スコアにかかる係数が CB 活用機会になる。） 
同じ CB スコア、CB 活用力であったとしても、業界が異なれば当該 CB 活用機会が異
なることから、結果としてコーポレート・ブランド価値もまったく異なる水準となる。 
バランスシートの純資産と株式時価総額から導き出した無形価値を軸に、コーポレー
ト・ブランド価値を推定する場合、株式時価総額の変動の影響を受ける可能性がある。そ
こで、損益計算書の数値を軸にコーポレート・ブランド価値を推定する方法も併用するこ
とにしている。損益計算書法ではコーポレート・ブランドを源泉とする利益からコーポレ
ート・ブランド価値を推定する。本モデルでは、税引後営業利益（NOPAT）や CB スコア
からコーポレート・ブランド価値を推定するアプローチも採用している。この方法により
算出された数値で補完させることでコーポレート・ブランド価値算出の堅牢さを高めるこ
とが可能となると考えられる。 
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補論 5 その他の評価方法 
 
（１） プレミアム利益法 
 
 プレミアム利益法は、ブランド製品とノンブランド製品との比較により生じたプレミア
ム価格、ノンブランド製品の通常理系を超えてブランド製品の所有者に生ずる追加的利益
に基づき「ブランドの価値」を評価する方法である。この算定方法においては、プレミア
ム価格とプレミアム利益の要素が考慮される72。まず、プレミアム価格とはノンブランドを
超えるブランド製品のプレミアム価格である。一方、プレミアム利益とはノンブランド製
品によって達成される通常の利益に加えてブランド製品の所有者に生じる追加的な利益を
分離することを狙ったもので、ブランド保有企業の実際の営業マージンと当該ブランドを
所有していない企業によって達成される通常の営業マージンとの比較、あるいは、ブラン
ドの使用資本利益率と当該ブランドから便益を得ていない企業の通常の使用資本利益率と
の比較等からもとめるものである。 
 この方法は簡便で使いやすい方法であるが、ブランド以外の要素による超過的利益キャ
ッシュ・インフローの影響は排除できるかどうかわからない。これはプレミアム価格やプ
レミアム利益といった要素がブランド価値を構成するごく一面的な要因であることに起因
するものだと考えられる73。 
 
（２） 等価的ロイヤリティ法 
  
 等価的ロイヤリティ法は、剥奪価値の理論をもとに考える方法であり、ブランドの使用
に際し、受け払いされるロイヤルティ、すなわちライセンス料または使用料から、ブラン
ドの価値を算定しようとするものである、この方法は、ロイヤルティに基づいてブランド
価値を算定するが、ブランド資産に機会費用もしくは機会価値の概念を導入したものであ
る。機会費用概念を用いる場合は、断念されたロイヤルティに基づき、機会価値概念を用
いている場合、ロイヤルティの支払いからの免除に基づき、ブランドの価値を算定する。
断念されたロイヤルティ、ロイヤルティの支払いについては具体的に次のような概念であ
                                                  
72 白石和孝【1997】 
73 岡田依里【1999】 
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ると説明されている74。まず、断念されたロイヤルティは、ブランドに生じる利益を、当該
ブランドを使用する権利を認めることにより獲得される概念上のロイヤルティを見積もる
ことにより数量化する方法である。一方、ロイヤルティの支払いからの免除では、企業が
ブランドを所有しなければ、その使用のための所有者に対しロイヤルティを支払わなけれ
ばならないが、当該ブランドを保有していれば、かかるロイヤルティの支払いから免除さ
れるということである。ブランドに生ずる利益を、ブランドの所有の結果として、その支
払いが免除されるロイヤルティを見積ることによって数量化することになる。 
以上のような方法は、プレミアム利益法に比べると理論的であり、精度を高いといえるが、
その分、手間がかかると考えられる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                                                  
74 白石和孝【1997】 
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